


この手引きは、課程登録から免許状申請まで、教職課程を履修する

上で必要な事項をまとめたものです。免許状取得時まで大切に保管

してください。 

授業で使用する場合もありますので、授業担当教員の指示に従い、

持参してください。 

不明な点がある場合は手引きを参照の上、教職課程担当教員や教務

課に問い合わせてください。 
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１．教職課程とは? 
学校教育法でいう｢学校｣(小学校，中学校，高等学校，幼稚園の総称)の教員となるためには，教育

職員免許法に定められた教育職員免許状を取得していなければなりません｡

この｢教育職員免許状｣を取得するための課程が“教職課程”です｡

教職課程のカリキュラムは「教育の基礎的理解に関する科目等」「教科及び教科の指導法に関する

科目」｢免許法施行規則 66 条の 6 に定める科目｣の 3 分野から成り立っています｡ 
教職課程のカリキュラムは，所属学部，学科，コースのカリキュラムとは異なるため，教職課程で

取得した単位は，必ずしも卒業するために必要とされる単位とは一致していません｡そのため，教職

課程に登録する学生は，他の学生よりも多くの単位を修得する必要があり，留年や単位の取りこぼし

等があると，免許状の取得要件を満たすことが難しくなってしまいます｡

また，教職課程では，“教育とは何か”という命題を探求し，生徒を理解し，導き，次のステップ

へ送り出すという教育者・専門職としての教員に求められている資質や能力を４年間という短い期間

で十分に身につけなければなりません。

それだけに，教職課程に登録する学生は，覚悟と多くの努力が必要とされます。

本手引きは，教育職員免許状の取得までの手順や，諸注意をまとめたものです｡原則として，入学

年度の手引きに示されたものが卒業まで適用されますので，よく読んで理解してください｡

教職課程で得られる教育職員免許状は，その努力に十分見合う価値のある資格です｡あなたが想像

している以上に多くのことを学ぶことができるでしょう｡教職課程では，これから資格取得をめざす

あなたを，心から応援いたします｡

２．本学で取得できる教育職員免許状

学 部 学  科・コース・専 攻 等 免許教科 免許状の種類

工学部

工学科 総合工学系

機械コース
工  業 高等学校一種

工学科 総合工学系

電気電子コース
数  学

中学校一種

高等学校一種

工学科 総合工学系

情報コース
情  報 高等学校一種

工学科 総合工学系

化学・材料コース
理  科

中学校一種

高等学校一種

工学科 建築学系

建築コース
工  業 高等学校一種

芸術学部
デザイン学科 美 術

中学校一種

高等学校一種

インタラクティブメディア学科 情  報 高等学校一種

大学院工学研究科

メディア工学専攻 工  業 高等学校専修

工業化学専攻 理  科
中学校専修

高等学校専修

建築学・風工学専攻 工  業
高等学校専修

電子情報工学専攻 情  報
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３．教育職員免許状取得の基礎資格及び最低修得単位数等 
教育職員は，その資質の保持と向上を図るため，法律によって免許制度が定められています｡この

法律が，｢教育職員免許法｣であり，その細部の実施要領を定めたものが，｢教育職員免許法施行規則｣

です｡本学での教育職員免許状を取得するための基礎資格及び最低修得単位数は，法律に基づき下記

のとおりとなっています｡ 
〔教育職員免許状を取得するための基礎資格及び最低修得単位数等〕 

 
中学校教諭

一種免許状 

高等学校教諭

一種免許状 

中学校・高等

学校教諭専修

免許状 

基礎資格（卒業(修了)することによって得られます｡） 
｢学士｣の学位

を有すること 

｢学士｣の学位

を有すること 

｢修士｣の学位

を有すること 

教育の基礎的

理解に関する

科目等 

｢教育の基礎的理解に関する科目等｣(主として

土曜日に厚木キャンパスにて開講)は，全て必修

なので，単位の取りこぼしや履修の登録忘れなど

しないように注意してください｡ 

 

３１単位 ２７単位 － 

教科及び教科

の指導法に関

する科目 

免許教科ごとに指定された科目群の中から，選

択して修得します｡ 

卒業するための必修科目と免許状取得上の必

修科目は異なります。 

免許状取得上の必修科目は，科目名の前に｢○｣

の付されている科目です｡ 

各教科の指導法は，自分が取得する免許種類，

免許教科に対応した科目を選択してください｡ 

３６単位 ３２単位 ２４単位 

介護等体験 
中学校教諭一種免許状を取得希望の学生は，介護

等体験の実施が必要です（授業科目ではありませ

ん）。 

－ － － 

教育職員免許

法施行規則第

66条の 6に定

める科目[P.

５以降参照] 

教育職員免許法施行規則第６６条の６に定めら

れている次の４分野です。科目は学科によって異

なります。 

「日本国憲法」２単位 

「体育」２単位 

「外国語コミュニケーション」 ２単位 

「数理、データ活用及び人工知能に関する 

科目又は情報機器の操作」２単位 

８単位 ８単位 － 

合 計 ７５単位 ６７単位 ２４単位 

  
４．教職課程の履修に関する注意事項 
  入学時の学科・コースに設置されている教職課程を基本とし，その教職課程で取得可能な教育職員

免許状の取得に向けて，履修を行います。転部・転科・コース変更を希望する学生が教職課程を引き

続き履修する場合には，あらかじめ教職課程担当教員及び教務課に履修についての相談を受けるよう

にしてください。 
 
５．免許状取得等に必要な費用 

教職課程では，課程登録から免許状の取得まで以下のような費用がかかります｡ 
    ※一度納入された諸費用は，返金できません｡ 

内容 納入時期 金額 納入方法 
教職課程履修費 １年次 20,000 円 教職課程本登録時に証明書発行機で納入。 

免許状申請手数料 ４年次 
２月頃 

1免許につき 
3,300 円 

【工学部及び工学研究科】神奈川県教育委員会に免許

状交付を申請する際の手数料｡神奈川県収入証紙をも

って納入｡ 

【芸術学部】東京都教育委員会に免許状交付を申請す

る際の手数料｡東京工芸大学の証紙をもって納入｡ 
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Yes No

1年次 教職課程に登録するか？

所属学科のカリキュラムに従い，
履修登録を行う

２年次

No

教育実習希望校への受入打診，介護等体験(学外実習）の実
施ができません。卒業までに，本学で教員免許状を取得す
ることはできません。

Yes

3年次

No

４年次での教育実習（学外実習）と教職実践演習（中・
高）は実施できません。卒業までに，本学で教員免許状を
取得することはできません。
教職課程担当教員と今後について相談してください。

４年次                                           Yes

※正式な依頼状と共に個人票を教育実習希望校（高等学校もしくは中学校）へ送付します

                      Yes                      No

                      Yes                     Yes 

                                       卒業

４月

４月

4月

7月～１０月

２年次
１月～３月

教職課程ガイダンスに出席

・資料配布及び教職課程についての説明

「教職概論」，｢教育原理」，｢発達心理学」，
「教育心理学」のうち，３科目以上の単位は修得できたか？

教育実習（学外実習），教職実践演習（中・高）
を実施するための要件を満たしているか？

仮登録，本登録を済ませ，教職課程科目の履修登録を行う
①ＷＥＢ上で仮登録を行う。

②「教職課程履修費」を本登録期間に納入する。
  ※本登録を済ませた学生が，教職課程登録者となります。

｢教育実習A」｢教育実習B」「介護等体験」の履修要件を満たす履修登録を行う

介護等体験（学外実習）の申し込み，選抜　※希望者のみ

                                   ・教育実習希望調書
                                   ・教育実習生個人票
　　　　　　　　　　　  ・誓約書　　　      　　　配付

学位授与式で教育職員免許状が授与されます
卒業後，不足している単位を

科目等履修生として修得することができます。
不足単位を取得すると免許状の個人申請ができます

教職実践演習（中・高）の授業開始

教育実習希望校（高等学校もしくは中学校）に教育実習の受け入れの可否を確認する。

卒業

免許状申請手続き

卒業要件，免許状取得要件を満たす履修登録を行う

３月

４月

５月～12月

３年後期成績確定

「教育実習事前指導」の授業開始

｢教育実習A」｢教育実習B」「教職実践演習（中・高）」の履修要件を満たす履修登録
を行う

卒業要件を満たしているか

介護等体験（学外実習）を施設にて計７日間実施

No

教育実習（学外実習）の実施

｢教育実習希望調書」｢教育実習生個人票」｢誓約書」を作成し教務課へ提出する。

卒業要件を満たしているか

3月

５月～１１月

９月

９月

                                免許状取得要件を満たしているか？

教育実習生個人票に変更があった者のみ→新たに個人票を作成し，教務課へ提出する

６．教職課程の流れ
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（ 表１ ） 全学科共通

発達心理学 1年次 2単位 ○ ○

教育心理学 1年次 2単位 ○ ○

・道徳の理論及び指導法 道徳理論と指導法 3年次 2単位 ○

・総合的な学習の時間の指導法

・特別活動の指導法

・教育の方法及び技術

・情報通信技術を活用した教育の
理論及び方法

・生徒指導の理論及び方法

・進路指導及びキャリア教育の理
論及び方法

教育実習事前指導 3年次 0単位 ○ ○

教育実習Ａ 4年次 3単位 ○ ○

教育実習Ｂ 4年次 2単位 ○

・教職実践演習 教職実践演習（中・高） 4年次 2単位 ○ ○

・介護等体験 （科目ではない学外実習） 3年次 ○

※配当学年で単位を取得するようにしてください。

教育相談 2単位 ○ ○

例：高1種免許（情報）の登録者も，将来，中高1種免許（数学）の取得を目指して，介護等体験や教育実習Ｂ，数学科指導法Ａ～Ｄ等を履修するこ
とができます。

・教育相談（カウンセリングに関
する基礎的な知識を含む。）の理
論及び方法

教育実践に関する
科目

・教育実習

1年次

配当学年

1年次

1年次

1年次

3年次

2年次

3年次

1年次

○ ○

○

○

生徒・進路指導論 3年次

道徳、総合的な学
習の時間等の指導
法及び生徒指導、
教育相談等に関す
る科目

特別活動及び総合的な学
習の時間の指導法

2単位 ○

教育方法・技術論 2単位 ○

2単位

・教育課程の意義及び編成の方法
（カリキュラム・マネジメントを
含む。）

教育課程論 2単位 ○ ○

・幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程

・特別の支援を必要とする幼児、
児童及び生徒に対する理解

特別支援教育 2単位 ○ ○

○

・教職の意義及び教員の役割・職
務内容（チーム学校運営への対応
を含む。）

教職概論 2単位 ○ ○

○

高校一種免許
必修

教育の基礎的理解
に関する科目

・教育の理念並びに教育に関する
歴史及び思想

教育原理 2単位 ○ ○

・教育に関する社会的、制度的又
は経営的事項（学校と地域との連
携及び学校安全への対応を含
む。）

教育制度・経営論 2単位

登録した学校種以外の科目も履修できます。

７．免許状取得に必要な科目・学外実習等

教育の基礎的理解に関する科目等

免許法施行規則に定める科目区分 左記に対応する開設授業科目

チェック欄
科目区分 授業科目

本学における
単位数

中学一種免許
必修
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ロボット製作

機構学

メカトロニクス

機械基礎製図

機械工作実習

機械力学

センサ工学

シーケンス制御

機械設計製図

ロボット実験

流体力学

制御工学

モータ工学

ＣＡＤ／ＣＡＭ

機械実験

材料力学

熱力学

自動制御

数値解析

ロボティクス

三次元ＣＡＤ

精密機械学

○工業技術概論

○職業指導Ａ

○職業指導Ｂ

○工業科指導法Ａ

○工業科指導法Ｂ

日本国憲法 2 ○日本国憲法

　ウェルネス演習

  フィットネス演習

　スポーツ演習Ａ

　スポーツ演習Ｂ

　野外スポーツ

○英語コミュニケーションⅠ

○英語コミュニケーションⅡ

○コンピュータ基礎

○情報技術入門

　プログラミング基礎

　情報処理概論

教科及び教科の指導法に関する科目・免許法施行規則第６６条の６に定める科目

（ 表２－１ ）工学部 工学科 総合工学系機械コース　高等学校教諭一種免許状【工業】

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

チェック欄
科目区分

最低修得
単位数

授業科目 単位数

24

2

2

2

3

2

2

2

2

2

3

2

2

2

2

3

2

2

2

2

2

2

3

2

職業指導 4
2

2

各教科の指導法（情報通信技術の
活用を含む。）

4
2

2

工業の関係科目

教育職員免許
法施行規則第
６６条の６に
定める科目

2

体育 2

1

1

1

1

1

外国語コミュニ
ケーション

授業科目名の○は，教職課程の必修を示します。

2
1

1

数理、データ活
用及び人工知能
に関する科目又
は情報機器の操

作

2

1

1

1

1
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　工業数学Ⅰ

　線形代数演習

○線形代数

○幾何学Ａ

　幾何学Ｂ

　応用数学

　電気電子演習Ⅱ

　微分積分学演習

○微分積分学

　微分積分学応用Ａ

　微分積分学応用Ｂ

　解析学Ａ

　解析学Ｂ

　工業数学Ⅱ

　総合演習Ⅰ

　総合演習Ⅱ

○確率・統計学Ａ

　確率・統計学Ｂ

○コンピュータ基礎

○情報技術入門

　プログラミング基礎

　情報処理概論

○数学科指導法Ａ

○数学科指導法Ｂ

●数学科指導法Ｃ

●数学科指導法Ｄ

日本国憲法 2 ○日本国憲法

　ウェルネス演習

  フィットネス演習

　スポーツ演習Ａ

　スポーツ演習Ｂ

　野外スポーツ

○英語コミュニケーションⅠ

○英語コミュニケーションⅡ

○コンピュータ基礎

○情報技術入門

　プログラミング基礎

　情報処理概論

授業科目名の○は，教職課程の必修を示します。（●は中学校一種免許状のみ必修）

単位数

28

1

2

2

1

2

2

1

外国語コミュニ
ケーション

1
2

数理、データ活用
及び人工知能に関
する科目又は情報

機器の操作

2
1

1

体育

1

※実用数学技能検定の単位認定で取得した単位は教員免許取得に使用できません。

2

教育職員免許法
施行規則第６６
条の６に定める

科目

2

1

1

2

1

2

1

1

2

1

2

2

2

最低修得
単位数

2

免許法施行規則に定める科目区分等

2

2

コンピュータ

1

2

左記に対応する開設授業科目

授業科目

代数学

解析学

「確率論、統計学」

2

2

2

2

幾何学

2

（ 表２－２ ）工学部 工学科 総合工学系 電気電子コース 中学校教諭一種免許状，高等学校教諭一種免許状【数学】

教科及び教科の指導法に関する科目・免許法施行規則第６６条の６に定める科目

1

チェック欄

各教科の指導法（情報通信技術の
活用を含む。）

高4／中8

1

1

2

科目区分

6



○情報倫理

　情報セキュリティ

　知的財産論

　情報処理概論

　ＵＮＩＸ演習

　情報理論

○プログラミング基礎

　オブジェクト指向プログラミング

　総合演習Ⅰ

○データベース

　データベース応用

○情報システム構築

　コンピュータネットワーク

　データ通信

○ネットワークプラニング

○ＣＧ入門

　ＣＡＤ

　音声メディア処理

　Ｗｅｂプログラミング

○情報と職業

○情報科指導法Ａ

○情報科指導法Ｂ

日本国憲法 2 ○日本国憲法

　ウェルネス演習

  フィットネス演習

　スポーツ演習Ａ

　スポーツ演習Ｂ

　野外スポーツ

○英語コミュニケーションⅠ

○英語コミュニケーションⅡ

○コンピュータ基礎

○情報技術入門

　プログラミング基礎

　情報処理概論

（ 表２－３ ）工学部 工学科 総合工学系 情報コース　高等学校教諭一種免許状【情報】

1

1

2

2

2

コンピュータ・情報処理
(実習を含む。）

教科及び教科の指導法に関する科目・免許法施行規則第６６条の６に定める科目

28
2

2

1

チェック欄

2

情報社会・情報倫理 2

最低修得
単位数

授業科目名の○は，教職課程の必修を示します。

1

1

情報と職業

2

体育

4

2

2

マルチメディア表現・マルチメ
ディア技術

(実習を含む。）

免許法施行規則に定める科目区分等

2

1

左記に対応する開設授業科目

授業科目

2

科目区分

情報通信ネットワーク
(実習を含む。）

情報システム(実習を含む。）

教育職員免許
法施行規則第
６６条の６に
定める科目

数理、データ活用
及び人工知能に関
する科目又は情報

機器の操作

各教科の指導法（情報通信技術
の活用を含む。）

外国語コミュニ
ケーション

1

2

単位数

2

2

2

2

2

2

3

2
1

1

1

2

2

2

1

1

1

7



○物理学Ａ１

○物理学Ａ２

○物理学Ｂ１

○物理学Ｂ２

　物理化学Ａ

　物理化学Ｂ

○物理学実験

○化学Ａ１

○化学Ａ２

○化学Ｂ１

○化学Ｂ２

　無機化学Ａ

　無機化学Ｂ

　配位化学

　有機化学Ａ

　有機化学Ａ演習

　有機化学Ｂ

　有機化学Ｂ演習

　高分子化学

　量子化学

　電気化学

　有機合成化学

○化学実験

　応用化学実験Ⅰ

　応用化学実験Ⅲ

　生物化学Ａ

　生物化学Ｂ

　生態・生命科学

　生物有機化学

○生物学Ａ

○生物学Ｂ

　生理学Ａ

　生理学Ｂ

○生物学実験

○地学Ａ

○地学Ｂ

○地学実験

○理科指導法Ａ

○理科指導法Ｂ

○理科指導法Ｃ

○理科指導法Ｄ

日本国憲法 2 ○日本国憲法

　ウェルネス演習

  フィットネス演習

　スポーツ演習Ａ

　スポーツ演習Ｂ

　野外スポーツ

○英語コミュニケーションⅠ

○英語コミュニケーションⅡ

○コンピュータ基礎

○情報技術入門

　プログラミング基礎

　情報処理概論

2

2

2

2

2

2

1

2

2

2

2

1

1

1

1

1

2

2

1

2

2

2

1

1

1

1

1

最低修得
単位数

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

授業科目

（ 表２－４ ）工学部 工学科 総合工学系 化学・材料コース　中学校教諭一種免許状【理科】

単位数科目区分

1

1

2

2

2

1

2

2

2

2

外国語コミュニ
ケーション

物理学

物理学実験
（コンピュータ活用を含む。）

化学実験
（コンピュータ活用を含む。）

生物学実験
（コンピュータ活用を含む。）

教育職員免許法
施行規則第６６
条の６に定める

科目

数理、データ活用
及び人工知能に関
する科目又は情報

機器の操作
1

化学

生物学

各教科の指導法（情報通信技術の活
用を含む。）

地学

地学実験
（コンピュータ活用を含む）

2

1

2

体育

1

1

1

1

1

2

2

2

2

1

授業科目名の○は，教職課程の必修を示します。

チェック欄

教科及び教科の指導法に関する科目・免許法施行規則第６６条の６に定める科目

2

2

2

2

28

8

2

8



○物理学Ａ１

○物理学Ａ２

○物理学Ｂ１

○物理学Ｂ２

　物理化学Ａ

　物理化学Ｂ

○化学Ａ１

○化学Ａ２

○化学Ｂ１

○化学Ｂ２

　無機化学Ａ

　無機化学Ｂ

　配位化学

　有機化学Ａ

　有機化学Ａ演習

　有機化学Ｂ

　有機化学Ｂ演習

　高分子化学

　量子化学

　電気化学

　有機合成化学

　生物化学Ａ

　生物化学Ｂ

　生態・生命科学

　生物有機化学

○生物学Ａ

○生物学Ｂ

　生理学Ａ

　生理学Ｂ

○地学Ａ

○地学Ｂ

○物理学実験

○化学実験

　応用化学実験Ⅰ

　応用化学実験Ⅲ

　生物学実験

　地学実験

○理科指導法Ａ

○理科指導法Ｂ

日本国憲法 2 ○日本国憲法

　ウェルネス演習

  フィットネス演習

　スポーツ演習Ａ

　スポーツ演習Ｂ

　野外スポーツ

○英語コミュニケーションⅠ

○英語コミュニケーションⅡ

○コンピュータ基礎

○情報技術入門

　プログラミング基礎

　情報処理概論

1

1

1

1

2

2

2

2

1

1

外国語コミュニケー
ション

授業科目名の○は，教職課程の必修を示します。

1

1

2

2

2

2

2

2

最低修得
単位数

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

授業科目

（ 表２－５ ）工学部 工学科 総合工学系 化学・材料コース　高等学校教諭一種免許状【理科】

単位数科目区分

1

2

2

2

2

2

1

2

2

1

1

1

1

1

2

2

2

2

1

体育

2

1

2

1

1

2

2

2

2

チェック欄

教科及び教科の指導法に関する科目・免許法施行規則第６６条の６に定める科目

教育職員免許法施行規則第６
６条の６に定める科目

数理、データ活用
及び人工知能に関する
科目又は情報機器の操

作

2
1

1

各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 4
2

「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実
験（コンピュータ活用を含む。）、生物学実験（コン
ピュータ活用を含む。）、地学実験（コンピュータ活

用を含む。）」

28

地学

2

2

物理学

化学

生物学

1

1

9



　建築構造力学ⅠＡ

　建築構造力学ⅠＢ

　建築設計製図Ⅰ

　建築環境学Ⅰ

　建築構造力学Ⅱ

　建築構法Ⅰ

　建築構法Ⅱ

　建築計画Ⅰ

　建築計画Ⅱ

　建築設計製図Ⅱ

　建築設計製図Ⅲ

　建築環境学Ⅱ

　建築環境学Ⅲ

　日本建築史

　建築構造Ⅰ

　建築構造Ⅱ

　建築材料Ⅰ

　建築材料Ⅱ

　設備計画学Ⅰ

　建築環境学実験

○工業技術概論

○職業指導Ａ

○職業指導Ｂ

○工業科指導法Ａ

○工業科指導法Ｂ

日本国憲法 2 ○日本国憲法

　ウェルネス演習

  フィットネス演習

　スポーツ演習Ａ

　スポーツ演習Ｂ

　野外スポーツ

○英語コミュニケーションⅠ

○英語コミュニケーションⅡ

○コンピュータ基礎

○情報技術入門

　プログラミング基礎

　情報処理概論

1

1

2

2

2

2

2

1

2

2

（ 表２－６）工学部 工学科 建築学系 建築コース　高等学校教諭一種免許状【工業】

単位数科目区分

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

1

授業科目

2

2

2

教科及び教科の指導法に関する科目・免許法施行規則第６６条の６に定める科目

チェック欄

1

2

2

2

2

2

2

最低修得
単位数

2

2

2

2

1

2

2

2

2

2

数理、データ活
用及び人工知能
に関する科目又
は情報機器の操

作

2
1

1

体育

外国語コミュニ
ケーション

1

1

1

1

授業科目名の○は，教職課程の必修を示します。

2

24工業の関係科目

職業指導 4

2各教科の指導法（情報通信技術の
活用を含む。）

4

教育職員免許
法施行規則第
６６条の６に
定める科目

10



○絵画

　静物デッサン

　イラストレーション概論

○イラストレ－ションⅠ

○メディアリテラシー

○彫刻

○空間デザイン概論

　デザイン作家論

　空間デザイン計画

　視覚構成原理

　感覚変換表現

　デジタル造形論

○グラフィックデザインⅠ

○映像情報デザインⅠ

○空間プロダクトデザインⅠ

　グラフィックデザインⅡA

　グラフィックデザインⅡB

●工芸（中学校免許のみ対象・必修）
　（高校免許の選択科目にはなりません）

○芸術学A

　芸術学B

○西洋美術史A

　西洋美術史B

○日本・東洋美術史A

　日本・東洋美術史B

　美学A

　美学B

　美術史特講A

　メディア芸術学特講

　デザイン史

○美術科指導法Ａ

○美術科指導法Ｂ

●美術科指導法Ｃ

●美術科指導法Ｄ

日本国憲法 2 ○法学（日本国憲法）

○スポーツ演習Ａ

○スポーツ演習Ｂ

○情報処理演習

○メディア演習Ａ

数理、データ活用
及び人工知能に関
する科目又は情報

機器の操作

2

1

1

科目名の○は，教職課程の必修を示します。（●は中学校一種免許状のみ必修）

外国語コミュニ
ケーション

2 ○英会話ⅢＡ 2

教育職員免許
法施行規則第
６６条の６に
定める科目

2

2

美術理論及び美術史
（鑑賞並びに日本の伝統美術及

びアジアの美術を含む。）

2

体育 2
1

1

2

2

2

2

2

各教科の指導法（情報通信技術
の活用を含む。）

高4／中8

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

工芸
（中学校免許のみ）

2

2

2

2

2

2

2

絵画
（映像メディア
表現を含む。）

28

2

2

2

2

2

彫刻 2

デザイン
（映像メディア
表現を含む。）

教科及び教科の指導法に関する科目・施行規則第６６条の６に定める科目

（ 表２－７ ）芸術学部　デザイン学科　中学校教諭一種免許状・高等学校教諭一種免許状【美術】

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

チェック欄
科目区分

最低修得
単位数

授業科目 単位数

11



　メディアリテラシー

　メディア技術史

　知的財産法（著作権関連法）

○メディアと社会

○メディア演習Ｃ

○コンピュータリテラシーＡ

○コンピュータリテラシーＢ

○メディアプログラミング概論

　メディアプログラミング演習Ⅰ

　メディアプログラミング演習Ⅱ

○システムデザイン

○メディアアーカイブ論

○ネットワークコミュニケーション

○メディア演習Ｂ

　インタラクティブメディア基礎演習Ａ

　インタラクティブメディア基礎演習Ｂ

　インターフェイス論

　メディアプログラミング特論

　デジタル造形論

　マルチメディア論

　マルチメディアデバイス論

　サウンドデザイン論

　スケーラブルアート論

　ＣＧ論Ⅰ

　ＣＧ論Ⅱ

　Ｗｅｂ演習

　インタラクション演習

○情報と職業

○情報科指導法Ａ

○情報科指導法Ｂ

日本国憲法 2 ○法学（日本国憲法）

○スポーツ演習Ａ

○スポーツ演習Ｂ

数理、データ活用
及び人工知能に関
する科目又は情報

機器の操作

2 ○メディアプログラミング演習Ⅰ

授業科目名の○は，教職課程の必修を示します。

2

教育職員免許
法施行規則第
６６条の６に
定める科目

2

体育 2
1

1

外国語コミュニ
ケーション

2 ○英会話ⅢＡ 2

2

情報と職業 2

各教科の指導法（情報通信技術
の活用を含む。）

4
2

2

2

2

4

2

2

2

情報通信ネットワーク
(実習を含む。）

2

マルチメディア表現及び技術
(実習を含む。）

1

2

2

2

4

2

2

2

2

2

情報システム(実習を含む。）
2

2

情報社会及び情報倫理

28

2

2

2

2

コンピュータ及び情報処理
(実習を含む。）

1

2

2

教科及び教科の指導法に関する科目・施行規則第６６条の６に定める科目

（ 表２－８ ）芸術学部　インタラクティブメディア学科　高等学校教諭一種免許状【情報】

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

チェック欄
科目区分

最低修得
単位数

授業科目 単位数

12



メディア工学特別実験 4

メディア工学特別演習Ⅰ 2

メディア工学特別演習Ⅱ 2

メディア工学特別研究ＡⅠ 5

メディア工学特別研究ＡⅡ 5

ＣＧ特論 2

感性情報工学特論 2

画像情報処理特論 2

色彩画像工学特論 2

ディジタル映像特論 2

光システム特論 2

光学設計特論 2

光エレクトロニクス特論 2

画像デバイス特論Ａ 2

光電工学特論 2

知的財産権特論 2

色彩工学特論 2

（ 表３－１ ）工学研究科　メディア工学専攻 　高等学校教諭専修免許状【工業】

単位数
チェック欄

教科及び教科の指導法に関する科目

24工業の関係科目

最低修得
単位数

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

授業科目科目区分
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（ 表３－２ ）工学研究科　工業化学専攻　高等学校教諭専修免許状【理科】・中学校教諭専修免許状【理科】

　工業化学特別実験 4

　工業化学特別演習Ⅰ 2

　工業化学特別演習Ⅱ 2

　無機材料化学特論 2

　配位化学特論 2

　電子材料化学 2

　無機化学特論 2

　電解合成化学特論 2

　高分子物性特論 2

　ソフトマテリアル特論 2

  先端材料科学 2

　生物有機化学特論 2

　生態・生命科学特論 2

　物性工学特論 2

　化学論文レビュー特論 2

　サイエンスコミュニケータ養成実践講座 4

単位数
チェック欄

理科の教科に関する科目 24

教科及び教科の指導法に関する科目

最低修得
単位数

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

授業科目科目区分
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　建築振動学特論 2

　防災工学特論 2

　建築材料学特論 2

　ＲＣ構造特論 2

　木構造特論 2

　構造解析学特論 2

　自然災害科学特論 2

　構法計画特論 2

　建築構法特論 2

　建築史特論Ⅰ 2

　建築史特論Ⅱ 2

　建築設計計画特論Ⅰ 2

　建築設計計画特論Ⅱ 2

　建築設計特論Ⅰ 2

　建築設計特論Ⅱ 2

　建築設計特論Ⅲ 2

　建築意匠特論 2

　伝熱学特論 2

　風環境計画特論 2

　空気調和計画特論 2

　室内空気環境特論 2

　サステナブル建築特論 2

　換気・湿気学特論 2

　都市計画特論 2

　応用数学特論 2

　シミュレーション工学特論 2

　知的財産権特論 2

　建築学・風工学特別演習Ⅰ 2

　建築学・風工学特別演習Ⅱ 2

　建築学・風工学特別研究Ⅰ 5

　建築学・風工学特別研究Ⅱ 5

　建築学・風工学特別実験 4

工業の関係科目 24

チェック欄

教科及び教科の指導法に関する科目

最低修得
単位数

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

授業科目科目区分

（ 表３－３ ）工学研究科　建築学･風工学専攻　高等学校教諭専修免許状【工業】

単位数
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画像インフォマティクス特論 2

情報システム特論 2

教育工学特論 2

コンピュテーショナル・インテリジェンス特論 2

ＣＧ解析特論 2

知的財産権特論 2

ディジタル信号処理特論 2

電子回路特論 2

現代制御特論 2

シミュレーション工学特論 2

ロボットビジョン特論 2

高周波工学特論 2

量子エレクトロニクス特論Ａ 2

システム開発管理特論 2

ヒューマン情報処理特論 2

電子情報工学特別実験Ⅰ 2

電子情報工学特別実験Ⅱ 2

電子情報工学特別演習Ⅰ 2

電子情報工学特別演習Ⅱ 2

電子情報工学特別研究ＡⅠ 5

電子情報工学特別研究ＡⅡ 5

科目区分

（ 表３－４ ）工学研究科　電子情報工学専攻　高等学校教諭専修免許状【情報】

単位数
チェック欄

24情報の教科に関する科目

教科及び教科の指導法に関する科目

最低修得
単位数

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する開設授業科目

授業科目
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８．教職課程科目の卒業要件、CAP 制、GPAの取扱い 

１）修得単位の取り扱い 

 卒業要件 ＣＡＰ制 ＧＰＡ 

工学部 

 

芸術学部 

「教育実習事前指導」 

「教育実習Ａ」 

「教育実習Ｂ」 

「教職実践演習（中・高）」 

以外は算出対象となる。 

「教育の基礎的理解に関する

科目等」、「各教科の指導法（情

報機器及び教材の活用を含

む。）」は、算出対象にならない。 

全ての科目が算出

対象となる。 

 

２）工学部の修得単位について 

工学部では、「教育の基礎的理解に関する科目等」、「各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を

含む。）」の修得単位は、「任意選択」の分類として卒業要件に算入されます。（但し「教育実習事前指

導」「教育実習Ａ」、「教育実習Ｂ」、「教職実践演習（中・高）」を除く） 

 

３）芸術学部の修得単位について 

芸術学部では、「教育の基礎的理解に関する科目等」、「各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を

含む。）」の修得単位は、「その他」の分類として卒業要件に算入されます。（但し「教育実習事前指導」

「教育実習Ａ」、「教育実習Ｂ」、「教職実践演習（中・高）」を除く） 

 

９．教育実習(学外実習)について 
１）体験趣旨と内容について 

教育実習は、教員の仕事がどのようなものであるかを実際の学校で体験学習するものです。実習校

で教科指導･生徒指導を行い、更に様々な学校行事に参加し、教員になるための実践的な知識や技能、

態度を養い、学校教育を理解することを目的としています。 

 

 [実習時期] 
通常は 4 年次の 5 月頃から 11 月頃にかけて行なわれます。(実習校により若干の差があります) 

 [実習期間] 

 中 1 種免 高 1 種免 
実習期間 15 日間以上 10 日間以上 

中高両方の場合は 15 日間以上 
２）教育実習(学外実習)の履修 

免許状の種類によって、履修すべき科目が異なります。教育職員免許法施行規則では、｢中学校一種

免許状では、｢教育実習｣の単位は 5 単位、高等学校一種免許状の｢教育実習｣の単位は 3 単位、教育実

習に係る事前及び事後の指導を含むものとする｣と規定されています。 

 中 1 種免 高 1 種免 
教育実習 A (3 単位) 必修 必修 

教育実習 B (2 単位) 必修 選択 

高 1 種免の登録者でも将来中 1 種免の取得を考えている場合は、教育実習 B も履修してください。 
ただし、教育実習 B を履修するためには、15 日間以上の実習期間が必要です。 
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３）｢教育実習 A｣｢教育実習 B｣「教育実習事前指導」「教職実践演習（中・高）」の履修条件 

修得すべき年次 授業科目 配当学年 単位数 備考 

教育実習実施年度

の前々年度までに 

※2 年次終了時ま

でに 

｢教職概論｣ 

｢教育原理｣ 

｢発達心理学｣ 

｢教育心理学｣ 

1年次 

1年次 

1年次 

1年次 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

左記４ 科目の中から、

３科目以上の単位を修

得した者のみ、「教育実

習(学外実習)」の打診、

「教育実習事前指導」

の履修ができる。 

教育実習実施年度

の前年度までに 

※3 年次終了時ま

でに 

｢教職概論｣ 

｢教育原理｣ 

｢発達心理学｣ 

｢教育心理学｣ 

｢教育制度･経営論｣ 

｢教育課程論｣ 

 

｢特別活動及び総合的な学習

の時間の指導法｣ 

 

｢教育方法･技術論｣ 

｢生徒･進路指導論｣ 

｢教育相談｣ 

｢特別支援教育｣ 

各教科の指導法Ａ 

各教科の指導法Ｂ 

 

工学部:日本国憲法 

芸術学部:法学(日本国憲法) 

1年次 

1年次 

1年次 

1年次 

1年次 

2年次 

 

3年次 

 

 

1年次 

3年次 

1年次 

3年次 

2年次 

2年次 

 

1～4年次 

1年次 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

 

2単位 

 

 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

 

2単位 

2単位 

左記１４科目の単位

を修得した者のみ、

「教育実習（学外実

習）」、「教職実践演習

（中・高）」が実施で

きる。 

 

４）教育実習(学外実習)及び 教職実践演習（中・高）を履修するためのその他の条件 

①学部生の場合 

・「教育実習事前指導」に合格していること 

・教育実習校からの受け入れの承諾を得ていること 

②院生の場合 

・本学学部在学中に教職課程の本登録をしたが、一種教育職員免許状の取得要件を満たすことができずに卒

業した者で、本大学院に入学し、同免許教科の取得を希望する者 

・「教育実習事前指導」に合格していること 

・教育実習校からの受け入れの承諾を得ていること 

上記の条件を満たさない学生は、教育実習を実施できません。ただし、引き続き「教育の基礎的理解に

関する科目等」を履修することは可能です。（「教育実習事前指導」、｢教育実習Ａ｣、｢教育実習Ｂ｣、「教

職実践演習（中・高）」を除く） 
 
５）教育実習(学外実習)の手続き(その 1)    (手続き時期:2 年次 1 月~4 月)  
 ①教育実習生の受入れ確認・提出書類 
  2 年次後期授業終了後から、3 年次前期の授業開始までの間に、各自で実習希望校(原則として出身高

等学校または中学校)に対し、教育実習の受け入れの可否について確認します。 
 教育実習生の受入れ確認方法・提出書類等の詳細については、2年生の 1月に実施するガイダンスで
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説明を行います。 

･電話連絡、学校訪問の際には、態度、服装、言葉遣いに十分注意しましょう。 
 
６）教育実習(学外実習)の手続き(その 2) (手続き時期:3 年次)  
 ｢教育実習事前指導｣の履修について 

３年次４月に「教育実習事前指導」の履修登録をしてください。 

この科目は、これまで修得してきた知識と技能を活用し、実践形式で行なう“模擬授業”や先輩た

ちの授業風景（映像記録）を教材にした検討会などを通じて、実際の「教育実習」に備えるための準

備科目です。また、教員としての資質があるかを見極める適性診断の側面も持つ重要な科目です。こ

こで“合格”の判定が出なかった場合には、実習校での教育実習（学外実習）が行なえません。 

なお、「教育実習事前指導」は、後期開講科目ですが、必ず４月に履修登録を行なってください。履

修登録を行なわなかった場合には、教育実習の履修の意思が無いものとして取り扱います。 

 
７）教育実習(学外実習)の手続き(その 3) (手続き時期:4 年次)  
 ｢教育実習 A｣、｢教育実習 B｣の提出書類について 

｢教育実習生

個人票｣ 

実習校に提出する書類です。基本的には 3 年次に提出されたものをコピー

して実習校に提出をしますが、記載内容に修正がある場合は、再度黒のボ

ールペンで清書し、教務課へ提出してください。提出時期については教務

課から連絡を致します。 
提出は、

４年次 
４月 

健康診断書 
4 月の学内定期健康診断を必ず受診してください。 
受診しなかった場合には、一般の医療機関で必要検査項目について、受診

することになります。(費用自己負担)。 
 
教育実習(学外実習)の手続きについて(基本的な流れ) 

学年･時期 行事 
提出書類 

提出先：教務課 
備考 

2
年

次 

1 月~ 書類配付 
｢教育実習希望調書｣ 
｢教育実習生個人票｣ 
｢誓約書｣ 

 
･2 年次後期授業終了後から、3 年次前期の授業

開始までの間に、実習校へ連絡し、教育実習の

受入が可能か確認する。 

3 月 成績発表  ・「教育実習(学外実習)」の打診、「教育実習事

前指導」の履修条件を満たしているか各自確認

する。条件が満たせていない場合には、教職課

程担当教員に相談すること。 
3
年

次 

4 月 履修登録 ｢教育実習希望調

書｣ 
｢教育実習生個人

票｣ 
｢誓約書｣ 

･実習の受入内諾の可否について、教務課に提

出する。 
･受入の内諾が得られなかった場合には、速や

かに教職課程担当教員に報告すること。 

実習予定校に依頼状を送付(教務課→教育

実習校) 
･｢教育実習生個人票｣(1 回目)を送付する。 

3 月 成績発表  ･｢教育実習 A｣、｢教育実習 B｣の履修条件を満

たしているか各自確認する。条件が満たせてい

ない場合には、教職課程担当教員に相談するこ

と。 
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4
年

次 

4 月 書類配付 
｢教育実習生個人票｣ 
 

｢教育実習生個人

票｣(修正がある学

生のみ) 
｢健康診断書｣ 

･｢教育実習 A｣、｢教育実習 B｣の履修条件を満

たした学生は、教育実習(学外実習)の正式手続

きを行なう。 
※ 必ず 4 月の学内定期健康診断を受診するこ

と。やむを得ず、受診できなかった場合には、

速やかに一般の医療機関で受診すること。 
実習予定校に依頼状を送付(教務課→教育

実習校) 
･｢教育実習生個人票｣を送付する。 

5 月

~11 月 
教育実習(学外実習)  

･実習校で 10～15 日間の実習を行なう。 

7 月~ 教育実習(学外実習)事
後指導と実習報告会 

 ･教育実習(学外実習)終了後、各々が体験したこ

とを基に、報告会を行う。 
9 月 免許状申請開始  ･教育職員免許状の授与申請手続き開始。 

2 月 免許状授与資格確認 免許状申請手数料 工学部及び工学研究科の学生：免許状一括申請

手数料(神奈川県収入証紙：1 免許につき 3、300
円)を教務課へ納入。(教務課から神奈川県教育

委員会へ提出。) 
芸術学部の学生：免許状一括申請手数料（東京

工芸大学証紙：1 免許につき 3、300 円)を教務

課へ納入。（教務課から東京都教育委員会へ提

出） 
3 月 免許状授与  教育職員免許状授与。(学位授与式にて) 
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１０．教育実習(学外実習)の意義と目的 
１）教員養成と教育実習 
   教職課程では、教員免許状を取得することが最終の目標です。そのための最後の仕上げとして、教

育実習があります。教育実習では、｢教科指導｣と｢生徒指導｣とについて、実際の中学校・高等学校

で現場の先生方の指導のもとに学んでいきます。 
 
 ① ｢教科指導｣とは、教員として生徒の前で自分の担当する教科を教壇に立って教えることです。教科

指導ができること、言い換えると、上手な授業をするためには、当然のことながらまず自分がその

教科の内容を理解している必要があります。自分が理解していないことを、人に教えることはでき

ません。また、自分ではわかっているつもりでも、上手に教えられないことがあります。それは、

相手にわかるように伝えることができていないためです。授業では、生徒にわかりやすく教えるた

めに、45 分から 50 分の 1 ｺﾏの授業を 3 つの部分に分けます。 
 
  ･ まず、《導入》を行い、生徒の意識を授業の内容に向けます。多くの場合、日常生活の話題から入

っていきます。または、前時の復習によって、動機付けをおこないます。 
    ･ 次に、《展開》で、授業の内容に入ります。ここでは、授業の内容をわかりやすく論理的に生徒に

伝えることが求められます。特に、“なぜ?”という疑問に答えることが出来る教え方をする必要が

あります。｢ここは、こういうものだから覚えておくように!｣という教え方はできるだけしないよ

うにしなければなりません。 
  ･ 最後に《まとめ》を行ないます。この授業で何が理解できたかを生徒に問いかけ、さらに、授業の

最初に戻って日常生活の出来事がこの授業の内容を知ることで、より深く理解できるようになった

ということが提示できれば、良い授業となるでしょう。 
 
 ② ｢生徒指導｣とは、教員として生徒の生活指導や進路指導などの様々な面について指導することです。

教育実習は、10 日間～15 日間という短い期間ですが、中学校・高等学校生活を送る生徒は様々な

問題を抱えていることを垣間見ることができると思います。家族の問題、進路の問題、友人の問題

など、思春期を送る生徒たちは様々な葛藤を抱えています。生徒と適切な距離を取りつつ、生徒の

抱えている問題を少しでも理解することができればと思います。さらに、指導というとおこがまし

いものですが、適切なｱﾄﾞﾊﾞｲｽが出来れば良いと言えます。緊急対応の場面では別ですが、指導の

押し付けにならないように十分に気をつけることを学んでください。 
 
 ２）教育実習(学外実習)の目的 

教育実習の目的は、これまでに大学で学んできた幅広い教養、教科に関する専門的教養、教職に関

する専門的教養等を総合的に用いて、実際の場で学校教育を体験することです。｢百聞は一見に如か

ず｣との言葉があるように、これまで学んできたものを学校の現場で実践するとても良い機会です。

当然、これまでの知識が全く役に立たないこともあるでしょうが、是非現場で新たに学んでいって

ください。 
教育実習を終えた多くの学生は、｢教育実習へ行って、教師になりたいという意欲が強くなった｣と

言います。そして、多くの学生は、中学校・高等学校の先生方から様々なものを学び、多くの生徒

と関わる中で、短い 10 日間～15 日間の教育実習を経て、見違えるように成長して大学に帰ってき

ます。教員免許取得のための教育実習ですが、自分が大人として一回り大きく成長するためのもの

でもあります。 
 

３）教育実習(学外実習)をするための計画 
 ①3 年次後期に開講される｢教育実習事前指導｣を履修します。 
  この科目は、「教育実習Ａ」、「教育実習Ｂ」に単位が含まれた事前指導の科目です。「教育実習事前

指導」の単独の単位認定は、ありません。授業内容は、教育実習を行なうに当たっての心構えや教
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育実習の意義、授業の模擬実習による指導力のｽｷﾙｱｯﾌﾟを目的としていますが、これらを通じて実

際の実習校実習を行なうだけの能力が備わっているかが判断されるのです。 
    この事前指導で、実習校実習を行なうだけの力が無いと判断された場合には、これ以降の教育実習

に関する手続きは一切行なえなくなります。 
  
②｢教育実習事前指導｣に合格した者は、実習校実習の手続きに入ると同時に、更にﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟするため

に授業の模擬実習を行ないます(4 年次前期)。 
   
③実習校において 10 日間～15 日間以上、実習を行ないます。 

    実習校の所在する都道府県によって多少の差異はありますが、通常 5 月下旬から 11 月上旬にかけ

て実施されます。 
 
  ④学外実習が終了すると事後指導が始まります。 
    実習校での実習が終了すると、報告会を兼ねた検討会を行ないます。これまで修得してきた知識や

理論、技術を活かした実践をすることができたのか、できなかったのかなどについて検討します。 
 
 ４）教育実習(学外実習)への心構え 
   教育実習生は、何よりもまず、指導教諭に対しては学生であるが、生徒に対しては“教師”である

ことをよく自覚しなければなりません。つまり、教育実習期間中は正規の教員であろうと教育実習

生であろうと、生徒から見れば同じ“教師”であり、生徒へ与える影響は同じなのであります。従

って、｢教育実習生なんだから、適当にやって、単位さえ貰えればいい｣などといういい加減な姿勢

は許されません。最善を尽くし、実習に臨まなければなりません。実際に実習期間中は、実習校へ

勤務するわけです。しかも、現在の学校は、｢いじめ｣や｢不登校｣｢暴力｣など様々な問題を抱えてい

ます。このような状況の中で教育に携わることは、熟練教師であっても容易なことではありません。

ましてや、初めて学校現場で教育に関わることになる教育実習生は、十分に自覚を持って最善を尽

くすことが求められます。 
 

※ 教育実習期間中に就職活動を行ったり、個人的な理由による欠席は認められません。これらの

行為は、施設、学校へ多大な迷惑をかけるだけでなく、本学及び次年度以降に教育実習を予定

している後輩達にも迷惑がかかります。このような行為を行なった場合には、教育実習を中止

し、教職課程の登録を取り消す場合もあります。 
 
１１．教育実習生の服務 
１）教職員の服務に関する法規 
  ① 教師は全体の奉仕者であること(憲法第 15 条、地方公務員法第 30 条) 
  ② 法令及び上司の服務上の命令に従う義務(地方公務員法第 32 条) 
  ③ 信用失墜行為の禁止(地方公務員法第 33 条) 
  ④ 秘密を守る義務(地方公務員法第 34 条) 
  ⑤ 職務に専念する義務(地方公務員法第 35 条) 
  ⑥ 政治的行為の制限(地方公務員法第 36 条) 
  ⑦ 争議行為等の禁止(地方公務員法第 37 条) 
  ⑧ 営利事業の従事制限(地方公務員法第 38 条) 
  ⑨ 研究と修養に務める義務(地方公務員特例法第 19 条) 
 
 ２）教員の職務内容 
  ｢教諭は、児童(生徒)の教育をつかさどる｣(学校教育法第 37 条の 11) 
  ① 学校の教育計画の作成(年間計画) 
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  ② 教科の指導(学習計画) 
  ③ 教科以外(道徳･特別活動･部活動 等)の指導(学習指導･学級経営) 
  ④ 生活の指導(生徒指導) 
  ⑤ 校務分担(学校経営) 
  ⑥ 家庭、地域との連携(学校運営) 
 ３）勤務上の心得 
  ① 服装、言葉遣い、態度に留意し、教師としての品位を損なわないようにすること 
  ② すべての教職員に対して、礼儀正しく接すること 
  ③ 生徒に対して、謙虚に、公平に、親しみを込めて接すること 
  ④ 学校の服務規程を遵守すること 
  ⑤ 教職員の指示に従うこと 
  ⑥ 学校の教育方針を妨げるような言動はしないこと 
 
 ４）勤務上の具体的注意 
  ① 勤務時間を厳守すること 
  ② 出勤後は、速やかに出勤簿へ押印すること 
  ③ 病気その他止むを得ない理由で欠勤する時は、指導教諭、学校長に届け出ること 
  ④ 止むを得ない理由で早退したり、勤務中外出する時は、指導教諭、学校長に届け出ること 
  ⑤ 学校の施設、備品等を使用する時は、指導教諭の許可を得ること 
    また、使用にあたっては丁寧に扱い、使用後は所定の位置に戻すこと 
  ⑥ 様々な事故防止に万全を期すこと 
    万一、事故が発生した場合は、直ちに指導教諭に連絡し、指示に従って適切な措置をとること 
  ⑦ 生徒の前で、学校や教職員の批判をしないこと 
  ⑧ 学校内では喫煙はしないこと 
 
１２．学習指導

 １）学習指導にあたって 
  ① 授業実習に際しては、必ず学習指導案を作成し、前日までに指導教諭の指導を受けること(実習校

によって形式が異なりますので、実習校指導教諭の指示に従うこと) 
  ② 学習指導案は、一方で出来るだけ綿密に作成し、それに沿って授業を展開すること 
     他方では、あまり指導案に固執しすぎては活き活きとした授業にはならないので、生徒の状況や

授業の流れによって臨機応変に対応する柔軟性も持たせること 
  ③ 生徒全員が、積極的に授業に参加できるよう心掛けること 
     そのためには、何よりもまず、教材について深く理解しておくこと(十分に教材研究を行なうこと) 
  ④ 授業の動機づけ、導入を工夫すること 
  ⑤ 生徒の名前を早く覚え、個性を把握し、個性に応じて対応すること 
  ⑥ 筆順、仮名遣いは正確に 
  
２）学習指導案の作成 
   指導案の作成には、特に定まったものがあるわけではない。しかし、一般的には次のような項目は

必要でしょう。 
   1.単元(題材･主題)全体の名称 
   2.単元(題材･主題)全体の学習計画(ねらい･配当時間数 等) 
   3.本時の学習計画 
     ･主題  ･ねらい  ･導入  ･展開  ･まとめ 
 

23



 ３）指導案の例 
   過去に本学の先輩達が作成し、実際に実習校での授業実習で使用した指導案の幾つかを紹介します。 

（参考：本冊子「学習指導案の作成参考例」） 
 
 
１３．生徒指導 
  生徒指導にあたって 
  ①実習校実習では、学習指導だけでなく、生徒指導や学級経営、学校運営等も積極的に学習すること 
  ② あらゆる機会に積極的に生徒と接し、一人一人をよく観察し、深く理解すること 
  ③ すべての生徒に親愛の心で接し、不公平な扱いをしないこと 
  ④ 生徒に対しては、学校や指導教員と同じ方針や態度で臨むこと 
  ⑤ 生徒からの相談に対しては、感情的、無責任な発言はせず、重要な相談に関しては指導教員に相

談し、指示を仰ぐこと 
  ⑥ 生徒との私的な交際はしないこと 
 
１４．介護等体験について（中学校一種免許状取得希望者は必須）

１）体験の趣旨と内容について 
    小学校または中学校教諭の普通免許状の授与を受けようとするものには、｢小学校及び中学校の

教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律施行規則｣(平成 10 年度より施

行)によって、特別支援学校及び社会福祉施設において、7 日間の介護等体験を実施することが義務

づけられています。介護等体験は、教員としての資質の向上を図り、義務教育の一層の充実を期し、

高齢者や障害者･障害児に対する体験を自らの原体験とし、その経験を教育に活かしていくことが

求められています。 
そのため、中学校一種免許状の取得希望者は、介護等体験が必要です。これは、養護学校や盲学

校などの特別支援学校、そして、老人ﾎｰﾑや介護施設などの社会福祉施設で、7 日間の体験を行な

うものです。通常は、特別支援学校で 2 日間、社会福祉施設で 5 日間の計 7 日間となっており、体

験の主な内容は、学習指導・生徒指導の他に、いわゆる介護、介助等の体験です。なお、介護等体

験には単位は付与されません。 
 

[実習施設] 

社会福祉施設および特別支援学校の種類は、以下のとおりです。 

 

1.社会福祉施設 

ｱ.児童福祉法に基づく施設   

乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児

施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設 

ｲ.生活保護法に基づく施設 

救護施設、更生施設、授産施設 

ｳ.社会福祉法に基づく施設 

   授産施設 

ｴ.老人福祉法に基づく施設 

   老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ、老人短期入所施設、養護老人ﾎｰﾑ、特別養護老人ﾎｰﾑ 

ｵ.介護保険法に基づく施設 

   介護老人保健施設 

ｶ.独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法に基づく施設 

    第 11条第 1号に規定する施設 

ｷ.障害者自立支援法に基づく施設 

   障害者支援施設、地域活動支援ｾﾝﾀｰ 

ｸ.その他告示により指定されている施設 
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2.特別支援学校 

ｱ.盲学校(幼稚部･小学部･中学部･高等部･専門科) 

ｲ.聾学校(幼稚部･小学部･中学部･高等部･専門科) 

ｳ.養護学校(幼稚部･小学部･中学部･高等部) 

    ① 肢体不自由 

    ② 知的障害 

    ③ 病弱 

 

[実習時期] 
３年次  
 

[注意事項] 
 介護等体験は、実際に施設、学校へ行って体験を行ないます。服務規程に従い、指導員の指導･指示を

受け行動することになります。個人の勝手な判断により行動することのないよう十分に注意し、施設、

学校等で示された注意事項やプライバシーの保護やマナーなどを遵守してください。 
 また、施設、学校にとっては、受け入れは義務ではなく、あくまでも後進を育てるという好意によっ

て行なわれます。事前の準備と実習に対する十分な心構えをしたうえで、しっかり取り組むことが大切

です。実習期間中は、「介護等体験の記録」を必ず持参してください。 
 

※ 介護等体験期間中に就職活動を行ったり、個人的な理由による欠席は認められません。これら

の行為は、施設、学校へ多大な迷惑をかけるだけでなく、本学及び次年度以降に介護等体験を

予定している後輩達にも迷惑がかかります。このような行為を行なった場合には、介護等体験

を中止し、教職課程の登録を取り消す場合もあります。 
 

２）介護等体験の実施条件及び手続きについて 
   各施設での実習は、３年次に行います。社会福祉施設での体験は社会福祉協議会から、特別支援学

校での体験は教育委員会から体験施設の割り当てが行われ、個人ごとの実習場所と期間が指定されま

す。 
 
  ①２年次での手続きと実施条件 

２年次終了時までの成績で、以下の科目の単位を修得している者が、介護等体験(学外実習)の実施

ができます。また、教職課程担当教員による、課題と面接があります。 
課題については２年次の７月頃連絡を致しますので、中学校一種免許状取得希望者は必ず確認して

ください。

 
・「介護等体験（学外実習）」の履修条件 
修得すべき年次 授業科目 配当学年 単位数 備考 

教育実習実施年度の

前々年度までに 

※2 年次終了時までに 

｢教職概論｣ 

｢教育原理｣ 

｢発達心理学｣ 

｢教育心理学｣ 

1年次 

1年次 

1年次 

1年次 

2単位 

2単位 

2単位 

2単位 

左記４科目の中から、３科目以上の単

位を修得した者のみ、介護等体験(学

外実習)の実施ができる。 

上記の条件を満たさない学生は、介護等体験（学外実習）を実施できません。（本学での中学校教

員免許状は取得できません。） 

 
②３年次での「介護等体験特別講義」の受講について 

体験前に「介護等体験特別講義」を受講する必要があります。日程等については履修要項を確認

してください。 
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３）授業の欠席について 

介護等体験にあたって、授業を欠席する必要があるときは、介護等体験届に記入し、教職課程教員

及び教務課の確認印を受けた後、授業担当教員に提出してください。 
 
４)体験の証明書について 

実習終了後、施設長又は学校長から｢介護等体験証明書｣に公印をいただき、本学教務課に原本を提出

してください。この証明書は再発行されませんので、紛失等に気を付けてください。 
 

１５．「教職実践演習（中・高）」 
１）授業趣旨と内容について 

授業科目「教職実践演習（中・高）」は、１～４年次の間に教職課程で培われた、教員としての資

質能力を最終的に確認し、全学年を通じた「学びの軌跡の集大成」として位置づけられるものです。

この科目を通じて、教員になる上での学生一人ひとりの不足している知識や技能等を補い、教員とし

ての最小限必要な資質や能力の全体について、身につけることを目的とします。授業内容は、主にグ

ループ討議、小・中・高等学校での活動などです。 
 
【開講期】４年次後期 
 
２）履修条件について 
・「教職実践演習（中・高）」（必修２単位）の履修条件は本冊子 
9.教育実習（学外実習）について ３）｢教育実習 A｣｢教育実習 B｣「教育実習事前指導」「教職実践

演習（中・高）」の履修条件 
を参照してください。 
・本科目の履修は教育実習終了もしくは実施中の学生に限ります。 

 
１６．就職情報 
   教員として就職したいと考えている人は、教務課又は教職課程担当教員に相談してください。教員

採用試験情報は例年 12 月～4 月に各教育委員会のホームページで公表されます。受付開始は、4 月

頃が一般的ですので、早めに情報収集して、活動するのがよいでしょう。 
  また、私立学校には、早めに採用状況を直接問い合わせることを勧めます。 

採用に関する資料の有無については、教務課あるいは教職課程担当教員にお尋ねください。 
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＜学習指導要領改善及び必要な方策等について＞（平成 28 年 12月 21日中央教育審議会答申抜粋） 

 

【第 5 章】なにができるようになるか －育成を目指す資質・能力－             

2．資質・能力の三つの柱に基づく教育課程の枠組み 

①「なにを理解しているか、なにができるか（生きて働く「知識・技能」の習得）」 

②「理解していること・できることをどう使うか（未知の状況にも対応できる「思考力・判断力･表現力等」

の育成）」 

③「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びを人生や社会に生かそうとする「学びに

向かう力・人間性等」の涵養）」 

 

【第 7 章】どのように学ぶか－各教科等の指導計画の作成と実施、学習・指導の改善・充実－ 

2．「主体的・対話的で深い学び」の実現  －生涯にわたる能動的な（アクティブ）学び－ 

①学ぶことに興味や関心を持ち、・・・・見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り返って次

につなげる「主体的な学び」が実現できているか。 

②子供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考え方を手掛かりに考えること等を通じ、自己の考

えを広げ深める「対話的な学び」が実現できているか。 

③習得・活用・探求という学びの過程の中で、各教科等の特質に応じた「見方・考え方」を働かせながら、

知識を相互に関連付けてより深く理解したり、情報を精査して考えを形成したり、問題を見いだして解決

策を考えたり、思いや考えを基に創造したりすることに向かう「深い学び」が実現できているか。 

 

【第 9 章】何が身に付いたか  －学習評価の充実－ 

① 学習評価については、教育課程や学習・指導方法の改善と一貫性を持った形での改善を進める。 

② 観点別評価については、目標に準拠した評価の実質化や、教科・校種を超えた共通理解に基づく組織的

な取り組みを促す観点から、小･中･高等学校の各教科を通じて、 

「知識・技能」         ：   知識・技能 

「思考･判断･表現」       ：  思考力・判断力･表現力等 

「主体的に学習に取り組む態度」 ：  学びに向かう力・人間性等 

の３観点に整理し、指導要録の様式を改善する。 
③ 評価の観点 平成 20 年                 平成 30 年                    

四観点                   三観点 
関心・意欲・態度               知識 ･ 技能    

 
思考・判断・表現              思考力・判断力･表現力等 

 
技能                   学びに向かう力・人間性等 

                             （関心・意欲・態度） 
知識･理解                  
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高等学校 工業(建設) 学習指導案 (例) 
 

工業高等学校 
授 業 者              印 

１ 日 時 令和  年  月  日（  ） 校時 

２ 場 所          工業高等学校 建設科３年 組 教室 

３ 生 徒 建設科 ３年  組   名 

４ 教 科 工業科 （科目：建築施工） 

５ 単 元 第９章 建築の業務 「第３節 施工計画と施工管理」 

      教科書：実教出版 「建築施工」 

 

６ 単元（教材）について 

 （１）単元観 

   建築の企画・設計終了後の業務として、施工者の選定や発注方法、契約等がある。また、工事中の施工

管理の流れを把握し、工程計画を立てる上での知識や技術を理解させる。多くの用語や方法の理解が求め

られるため、図や動画等を用いてわかりやすく理解させる必要がある単元である。 
 （２）生徒観 
   授業中の私語は少なく、真面目に取り組んでいるが、理解度に差がある学級である。意欲的に学ぼうと

する生徒が多いので、発言等を求め理解度の確認をする必要がある。また ICT など視覚教材を多用し、実

践的・体験的な学習活動を行うことなどを通して、建築施工に必要な資質･能力を育成することを目指す。 
 （３）指導観 
   契約方式や工程表作成などは建設関係の職種に携わる生徒にとって、必須内容である。また「建築施工

管理技士」の資格を受験する上でも重要となるため、知識として定着させるためには ICT の活用、過去問

題や類似問題等を行う必要がある。 
 
７ 単元の目標 
 ○建築施工管理技士としての役割や業務内容を理解させ、重要性や関心を持つ。 
 ○契約書類やネットワーク工程表等の読み方、作成方法を身につけ、現場での業務に役立てる。 
○建築の設計や建築を施工するための方法や内容について概要を把握させ、技術者としての高い倫理観をも

って、技術的な課題解決にのぞむ姿勢を身につける。 
 
８ 単元の評価規準（令和 4 年度より実施予定の 3 観点で示す） 

評価の観点 知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度 
 
 
 

評価規準 
 
 
 

建築業務に関する基礎的・基

本的な知識を身に付け、現代

社会における工業の意識や役

割を理解することができる。 

建築業務に関する諸課題の解

決を目指して思考を深め、基

礎的・基本的な知識と技術を

基に、技術者として適切に判

断し、表現する創造的な能力

を身に付けることができる。 

建築業務に関する諸課題につ

いて関心をもち、その改善・

向上を目指して主体的に取り

組もうとするとともに、実践

的な態度を身に付けることが

できる。 
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９ 単元指導計画（全 10 時間） 

時

間 
学習内容 

評価規準 
評価規準・評価方法 

知 思 主 

３ １節 工事契約 〇 〇 〇 

【知】工事契約に関する基礎的・基本的知識を理解し、身に付

けた。(プリント、小テスト) 

【思】工事契約に関する諸課題の解決を目指して思考を深め、

適切に判断することができる。(ノート) 

【主】工事契約に関する知識や技術について関心を持ち、習得

にむけて意欲的に取り組んでいる。(行動観察) 

１ ２節 現場組織の編成 〇   
【知】現場組織の編成に関する基礎的・基本的知識を理解し、

身に付けた。(プリント、小テスト) 

６ ３節 施工計画と施工管理 〇 〇 〇 

【知】施工計画と施工管理に関する基礎的・基本的知識を理解

し、身に付けた。(プリント、小テスト) 

【思】施工計画と施工管理に関する諸課題の解決を目指して思

考を深め、適切に判断することができる。(ノート) 

【主】施工計画と施工管理に関する知識や技術について関心を

持ち、習得にむけて意欲的に取り組んでいる。(行動観察) 

10 本時の展開（７時間目） 
 （１）本時の目標 
    ネットワーク工程表の仕組みを理解し、演習問題が解けるようになる。                          
 （２）学習の展開 

時間 学習活動 指導上の留意点 評価規準（観点）【評価方法】 

導入 

(５分) 
〇本時の内容と目標の確認 

○授業の見通しを持ち、活動の目的を理

解させる。 
 

展開 

(40 分) 

○ネットワーク工程表に使

用する記号の確認 

 
○例題を解く 

 (教科書の例題２問) 

 

 
○２級建築施工管理技士の

過去問題(プリント)を解

く 

○３種類の記号の意味と用語を理解させ

る。 

 
○計算方法を一緒に解きながら、生徒に

発言による解答をさせる。 

          (理解度の確認) 

 
○生徒の解答進度に合わせて解答時間を

設定する。 

○理解できていない生徒には、前のモニ

ターを使用して一緒に解く。 

○２、３人のグループを作り、問題作成

から解答まで行わせる(理解の深化)。 

 

ネットワーク工程表に関する知識

や技術について関心を持ち、習得に

むけて意欲的に取り組んでいる。 

【主体的に学習に取り組む態度】 

(行動観察) 

 

ネットワーク工程表に関する基礎

的・基本的知識を理解し、身に付

けた。【知識・技能】(プリント) 

まとめ 

(５分) 〇本時の確認 ○用語と記号、計算方法の再確認 

ネットワーク工程表に関する基礎

的・基本的知識を理解し、身に付け

た。【知識・技能】(プリント) 
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⾼等学校 数学科学習指導案 (例) 

   ⾼等学校 
授業者            
指導教諭       先⽣ 

実施⽇時        年  ⽉  ⽇(  )  時限 
実施場所        教室 
実施科⽬    数学 B 
学年・組    第  学年     クラス 

使⽤教科書   改訂版数学 B（数研出版） 
 
1. 単元名 

第１章 平⾯上のベクトル 
 
2. 単元の⽬標 

ベクトルの基本的な概念について理解し，その有⽤性を認識するとともに，事象の考察に活⽤できる
ようにする． 
 

3. 単元の評価規準 
知識及び技能 思考⼒,判断⼒,表現⼒等 学びに向かう⼒,⼈間性等 

・ベクトルにおける基本的
概念，原理・法則，⽤語・
記号を理解し，基礎的な知
識を⾝につけている．  

・ベクトルにおける数学的な⾒⽅や考
え⽅を⾝に付け，平⾯図形の性質等を
数学的にとらえ，論理的に考えるとと
もに思考の過程を振り返り，多⾯的・
発展的に考えることができる． 

・ベクトルについての基本的な
概念に関⼼を持つとともに，数
学的な⾒⽅，考え⽅を認識し，平
⾯図形の性質等の考察に活⽤し
ようとする．  

 
4. 指導観 

(ア) 単元観 
本単元では，ベクトルについて理解したうえで，ベクトルの演算を⾏っていく． 
 

(イ) ⽣徒観 
このクラスの⽣徒は，第 1 学年の⽂系希望者を 2 クラスに分けたうちの 1 クラスである．その
ため，数学に苦⼿意識のある⽣徒が存在する． 
 

(ウ) 指導観 
上記の単元観，⽣徒観を踏まえたうえで，ベクトルや，ベクトルの演算について理解できるよう
に指導していく． 
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5. 単元の指導計画 
時 ⽬標 学習内容・学習活動 評価規準 
１ ・ベクトルの定義及びその相等を

理解する． 
・有向線分とベクトル 
・ベクトルの相等 

・ベクトルについて正しく理
解できる． 

２ ・ベクトルの加法を理解する． ・ベクトルの加法 ・2 本のベクトルの和を他の
ベクトルで表現できる． 

３ ・逆ベクトルと零ベクトルについ
て理解し，ベクトルの減法を理解
する． 

・逆ベクトルと零ベクトル 
・ベクトルの減法 

・2 本のベクトルの差を他の
ベクトルで表現できる． 

４ 
本時 

・ベクトルの実数倍について理解
し，実数倍したベクトルを有向線
分で表すことができる． 

・ベクトルの実数倍 ・ベクトルの実数倍について
理解し，有向線分で表すこと
ができる． 

 
6. 本時の⽬標 

ベクトルの実数倍について理解し，実数倍したベクトルを有向線分で表すことができる． 
 

7. 本時の評価規準 
知識及び技能 思考⼒,判断⼒,表現⼒等 学びに向かう⼒,⼈間性等 

・ベクトルの実数倍について理
解し，適切な有向線分を書くこと
ができる． 

・ベクトルの実数倍における⾒
⽅や考え⽅を⾝につけ，事象を
数学的にとらえ，論理的に考え
ることができる． 

・ベクトルの実数倍について興
味，関⼼をもち，理解するととも
に，それらを具体的な事象の考察
に活⽤しようとする． 

 
8. 準備・資料等 

本時では，教科書とプリントを利⽤しながら授業を進めていく．（p.11，12） 
 

9. 本時の展開 
時間 学習内容 指導上の留意点 評価規準(評価⽅法) 
導⼊ 
５分 

・任意の 𝑎⃗ を⽰し， 𝑎⃗ を 2 倍，
!
"
 倍，-1 倍，-2 倍，-!

"
 倍したら

どうなるのかを考える． 
 
 
 
 

・⽰す際に，⽣徒にどうなると思
うか考えさせる． 
・ベクトルを拡⼤したり縮⼩し

たりすることを伝える． 

 

展開 
４０分 

・ 𝑎⃗と実数 k に対して，𝑎⃗を k 倍
した k𝑎⃗ を定める． 
 

・k>0 の時は𝑎⃗と同じ⽅向に⼤き
さを k 倍，k<0 の時は𝑎⃗の逆⽅向
に|k|倍することを伝える． 

 
 
 

−𝑎⃗＜―― ――＞ 𝑎⃗ 
−2𝑎⃗＜――＜―― ――＞――＞ 2𝑎⃗ 

− !
"
𝑎⃗＜― ―＞  !

"
𝑎⃗ 
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・配布したプリントの問題 1 を解
く． 

 
・プリントの問題 2 内分と外分に
関する以下のような問題を解く． 
 

 
 
・解説した後は練習 3 を解く．（5
分程度） 
 
 
 
 

その後，練習 4 と問 7，練習 5 を
解く．残りの授業時間をすべて与
え，終わらなかったところは宿題
とする． 

・約１分程度時間を与え，⽣徒に
解いてもらう． 
・⽣徒に解かせている間に正六
⾓形を板書する． 
・解説する際は，⽣徒を指名し答
えてもらう． 
 
 
 
・今後ベクトルを習っていくう
えで，内分外分を使うことを伝
える． 
・2 分程度時間を与え，⽣徒に解
いてもらう． 
・⽣徒が解いている間に問題⽂
と線分 AB のみを板書する． 
・解説する際は，点 P がどこに
なるか等，⽣徒を指名しながら
解説していく． 
 
・教科書の例 2 を解説する． 
・⽂字式の計算と同様な計算が
できることを伝える． 
・その後，解説する． 
 
 
 
・例 3 の解説を⾏い，練習 4 と
問 7，練習 5 を解いてもらう． 

 
 
・ベクトルの実数倍が
どういうベクトルにな
る か を 理 解 で き て い
る． 
 
 
 
 
 
 
・内分，外分する際の点
P を正しくかくことが
できる． 
・実数倍したベクトル
を⽰すことができる． 
 
 
 
・ベクトルの演算が⽂
字式と同様にできる． 
 

まとめ 
５分 

・板書しながら，本時に学習した
内容を振り返る． 

・簡単な問題を板書し，⽣徒に質
問しながら振り返っていく． 

 

 

(1) 2𝐴𝑂'''''⃗ = 
(2) !

"
𝐵𝐸'''''⃗ = 

(3) 2𝐷𝐸'''''⃗ = 
(4) −2𝑂𝐸'''''⃗  

(1) 線分 AB を 3:2 に内分す
る点 P があるとき， 𝐴𝑃'''''⃗

を 𝐴𝐵'''''⃗ 	を使って表せ． 
(2) 線分 AB を 7:2 に外分す

る点 P があるとき， 𝐴𝑃'''''⃗

を 𝐴𝐵'''''⃗ 	を使って表せ． 

例 3 
3/2𝑎⃗ + 𝑏'⃗ 2 + 2(−𝑎⃗ + 4𝑏)''''⃗  

32



 

情報科 学習指導案(例) 

日時         
学校名        
対象         
授業者         
会場         

１． 単元名 

第 3節：情報の表現と管理 

 SNS の利用に関する注意点（利便性と危険性について） 

   

２． 単元の目標 

SNS への投稿は、どのような危険や責任が伴うのかを理解し、SNS を利用する際に適切な利用

（投稿）を行うことができる。 

 

３． 単元の評価規準 

知識・技能 思考力・判断力・表現力 主体的に学習に取り組む態度 

・SNS を通じた犯罪被害に合わ

ないため、予防措置を行うこ

とができる。→❶ 

・自身の投稿が法的、倫理的に

問題がないか判断することが

できる。→❷ 

・SNS にて生じる犯罪などの被

害や、加害者になる経緯を理

解し、説明することができ

る。→❸ 

・SNS の利用に伴う危険性を積

極的に考えることができる。

→❹ 

・授業内発言やワークシートに

て、意見を発信することがで

きる。→❺ 

・SNS の利用に伴う危険性と、

その対策方法に興味を持つこ

とができる。→❻ 

 

４． 指導観 

(1) 単元観 

・現在、インターネットやスマートフォンが広く普及したことにより、SNS などのコミュニテ

ィサイトにて、トラブルに巻き込まれる中高生が増加している。ついては、SNS を利用する

際に留意すべきことを学習し、自分自身の身を守れるようにする必要がある。同時に、意図

せず加害者にならないことも重要である。 

・今回の単元を理解することは、情報Ⅰの目標として示される「情報と情報技術を適切に活用

するとともに、情報社会に主体的に参画する態度を養う。」へと繋がる。 

(2) 生徒観 

・現代の高校生は幼少期からインターネットが普及しており、スマートフォンなどの情報機器

が非常に身近な存在である。その為、SNS の利用には危険性が伴うことを理解しつつも、「自
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分自身は危険性の有無を判断できる」と考え、比較的自由に SNS を利用する傾向がある。し

かしながら、SNS などのコミュニティサイトを通じた中高生の犯罪被害件数は年々増加して

おり、生徒が適切な判断をできているとは言い難い。 

(3) 教材観 

・実際に SNS 絡みで起きた事件等を例に挙げることで，SNS の利用を通じて遭遇する問題が他人

事ではないという意識を生徒に持たせることができる． 

 

５． 年間指導計画における位置づけ 

本単元にて広い世代が利用する SNS の危険性を理解し、情報Ⅰにおける「情報社会の問題解決」

や「情報通信ネットワークとデータの活用」、情報Ⅱにおける「将来の情報技術と情報社会の在り

方に関する考察」に関連させる。また既習事項として、インターネットの仕組みが挙げられる。 

 

６． 単元の指導計画 

時 目標 学習内容・学習活動 評価規準（評価方法） 

1 情報社会における情

報の表現について理

解する。 

・情報化とは何か、その利用

により何ができるのかを理

解する。 

・各メディア（文字や画像な

ど）の特性を理解する。 

・学校紹介を行う際、どのよ

うな手法が使えるかをグル

ープで考える。 

・生活の中で情報化の影響

を受けて変わったものを

知ることができる。 

・各メディアにどのような

特性があり、どのような

場面で適しているのか理

解することができる。 

・学校紹介をどの様に行う

か、本時の内容を踏まえ

て考えることができる。 

2 コミュニケーション

の形態とその特性に

ついて理解する。 

・各種コミュニケーションの

手法とその特性について理

解する。 

・単元 1時に行った学校紹介

に関する手法を簡単にプレ

ゼン発表する。 

・各コミュニケーションの

手法について理解する。 

・コミュニケーション手法

の一つである、プレゼン

テーションの具体的な手

法について理解する。 

・本時の内容を踏まえてプ

レゼンを作成することが

できる。 
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3 

（本時） 

SNS の利用に伴う危険

性や責任を知り、安

全に利用する方法を

理解する。 

・ILAS テストを行い、生徒

のインターネットの利用に

関する評価を客観的に行

う。 

・SNS に投稿してはいけない

内容（個人情報や誹謗中傷

など）や利用にまつわる危

険性を正しく理解し、必要

な対策を考える。 

・ILAS テストに積極的に参

加し、自身のインターネ

ットの利用に関する現状

を客観的に認識すること

ができる。 

・SNS に投稿することの意味

を明確に理解し、投稿し

ても問題がない内容か自

身で考え、判断すること

ができる。 

4 情報流出とは何か、

情報化が進む社会に

おいて気を付けるこ

とは何かを理解す

る。 

・情報流出とは何か理解す

る。 

・情報を保護する方法を理解

する。 

・プライバシーマークについ

て理解する。 

・情報流出の概要や、どの

ような被害が生じるのか

を理解する。 

・情報を保護（流出、紛失

の防止など）する方法を

理解し、実践することが

できる。 

・プライバシーマークにつ

いて理解することができ

る。 

5 情報を文書であらわ

す方法について理解

する。 

・情報を発信する方法の一つ

であるドキュメントについ

て理解する。 

・文書規程の概念について理

解する。 

・Markdown 記法を理解し、

実際に文書を作成する。 

・ドキュメントの有用性に

ついて理解する。 

・文書規程とは何か、理解

する。 

・Markdown 記法を用いて、

文書規定に基づいた自己

紹介用の文書を作成する

ことができる。 

6 コンピュータにおけ

る情報の管理につい

て理解する。 

・ディレクトリ構造について

理解する。 

・メタデータについて理解す

る。 

・Excel にてメタデータ付き

の表データを作成する。 

・ディレクトリ構造を理解

し、実際の PC 上に入れ子

状にフォルダを作成する

ことができる。 

・メタデータの有用性につ

いて理解することができ

る。 

・Excel に表データを作成

し、メタデータの有用性

について再確認する。 
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７． 本時 

(1)本時の目標 

・SNS などのコミュニティサイトにおいて、どのようなトラブルがあるのかを理解する。 

・理解したトラブルの予防方法を学習し，実践できるようになる。 

(2)本時の内容・展開 

時間 学習内容・活動内容 指導上の留意点・配慮事項 評価規準 

導入 

（10 分） 

・SNS 絡みで起きた事件を

例示し，SNS の利用には

注意が必要であるという

意識を持たせる。 

～事例～ 

・ストーカー被害 

・誘拐未遂 

・誹謗中傷の逆訴訟 

・誤解，喧嘩，暴露 
 

・日常的にネットを利用して

おり危機感が麻痺している

生徒に、改めて危機感を持

たせる。  

・SNS の利用には危険

性があることを改め

て認識し，本時の内

容に興味を持つこと

ができる。→❻ 

展開 

（12 分） 

・SNS の定義付け 

・SNS に投稿してはいけな

い情報は何か、考える。 

テーマⅠ：個人情報 

・個人情報とは何か、定義

づけを行う。 

・SNS において、漏洩しや

すい個人情報の形につい

て説明する。 

・SNS に個人情報を投稿する

べきではないことは知って

いても、知らぬ間に投稿し

ている場合もあることを伝

える。 

（例：電車が遅延している、

××から帰ると○時頃に家

につく、投稿画像の背景） 

・SNS に投稿してはい

けない内容は何か考

え、意見を持つこと

ができる。→❹ 

・自身が SNS に投稿す

る内容が、個人情報

に繋がらないか判断

することができる。

→❶、❸ 

展開 

（11 分） 

テーマⅡ：誹謗中傷 

・SNS における誹謗中傷に

ついて考える。 

・SNS 上における誹謗中傷

に対する法的な見方を説

明する。  

・インターネットにおける匿

名性の高さと、それに伴う

表現の過激化（誹謗中傷）

について、ダレンブラウン

の実験を元に見直させる。 

・自身の投稿が他者を

傷つけないか、適切

に判断することがで

きる。→❷ 

展開 

（12 分） 

・文字での会話の難しさに

ついて考える。 

絵のイメージを文字のみで提

示し、実際に書いてみる。提

示者（教員）のイメージと比

べ、どの程度差があるか。 

・先の絵の違いを踏まえつ

つ、文面で生じる受け取

り方の違いを考える。 

・提示者－生徒間のイメージ

の違いだけでなく、生徒－

生徒間のイメージの違いに

も触れる。 

・文字で会話すること

の難しさを認識し、

自身の投稿が誤解を

招かないか、客観的

に判断することがで

きる。→❷ 
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まとめ 

（5分） 

・今日の授業内容を踏ま

え、今後の SNS 利用時に

気を付けたいことを感想

として書く。 

・デジタルタトゥーと言う表

現 

・次回の学習内容を説明し、

授業のつながりを持たせ

る。 

・本日の授業内容を踏

まえ、今後の SNS の

利用時に自身が注意

すべきことを考える

ことができる。 

→❺ 

※展開の各段階で随時プリントに記入させ、評価に用いる。 

37



⾼等学校 理科(化学基礎) 学習指導案 (例) 
学校名   〇〇⾼等学校 
指導者名             

科⽬    理科(化学基礎) 
対象学年  普通科 1 年 
使⽤教科書 化学基礎（東京書籍） 
 
１． 単元名 

第 2 編 1 章 物質量と化学反応式 
 

２． 単元の⽬標 
物質量と質量や気体の体積との関係、化学反応式における物質の変化とその量的関係
について、基本的な概念や原理・法則が理解できる。 
 

３． 単元の評価規準 
知識及び技能 思考⼒、判断⼒、表現⼒等 学びに向かう⼒、⼈間性等 

・物質量と質量や気体の体
積との関係について、化学
反応式における物質の変化
とその量的関係について観
察、実験などを⾏い基本的
な 操 作 を 習 得 す る と と も
に、それらの過程や結果を
的確に記録、整理している。 
・物質量と粒⼦数、質量、気
体 の 体 積 と の 関 係 に つ い
て、化学反応式は化学反応
に関与する物質とその量的
関係を表すことについて理
解し、知識を⾝につけてい
る。 

・物質量と質量や気体の体
積との関係、化学反応にお
ける物質の変化とその量的
関係について考察し、変化
を 化 学 反 応 式 に 表 現 で き
る。 

・物質量、化学反応式につい
て関⼼を持ち、意欲的に探
求しようとする。 

 
４． 指導観 

（１） 単元観   
⾝の回りにある物質は、質量が極めて⼩さい原⼦や分⼦などが数多く集まっ
たものである。本単元では、原⼦、分⼦の質量をより簡単に表す⽅法として
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原⼦量・分⼦量・式量について学ぶ。粒⼦の数に基づく量の表し⽅である物
質量と質量や気体の体積との関係について理解する。また、化学反応式の計
数の⽐が化学反応における物質量の⽐を表すことを学ぶ。反応に関与する物
質や体積の間に成り⽴つ関係を物質量と関連付けて扱い、物質の変化量を化
学反応式から求められることをねらいとしている。 
                                           

（２） ⽣徒観 
⽣徒の三分の⼀は⽂系であり、三分の⼆は理系である。理系に進んだ⽣徒の
ほとんどは、数学や情報の道に進んでいるため理科が得意な⽣徒が多いとは
⾔い難い。 
 

（３） 指導観 
本単元は、物質量と粒⼦数、質量、気体の体積との関係について化学反応式、
化学反応に関与する物質とその量的関係についての学習である。今後、化学
を学習していくうえで必要な基本的な概念であるため、しっかりと⾝につけ
ておく必要がある。 

 
５． 単元の指導計画 

時数 ⽬標 学習内容・学習活動 評価規準 
１（本時） 相対質量、原⼦量、

分⼦量、式量につい
て理解し計算⽅法を
⾝につける。 

相対質量、原⼦量、
分⼦量、式量の定義
について学ぶ。また、
それらについて理解
し計算⽅法を⾝につ
ける。 

相対質量、原⼦量、
分⼦量、式量につい
て理解し計算⽅法を
⾝につけている。 

２，３ 物質量と粒⼦数、質
量、気体の体積との
関係を理解し知識を
⾝につける。 

物質量と粒⼦数、質
量、気体の体積との
関係について学ぶ。 

物質量と粒⼦数、質
量、気体の体積との
関係を理解し知識を
⾝につけている。 

４ 溶液の調製の仕⽅を
⾝につける。 

⽔溶液を調整する⽣
徒実験を⾏う。 

実験の計画を⽴て、
正確な実験操作を習
得している。 

５，６ 化学反応を化学反応
式で表す意義を理解
する。 
化学反応式を正確に

化学反応式の書き⽅
の⼿順を学ぶ。 

化学反応を化学反応
式で表す意義を理解
する。 
化学反応式を正確に
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書き表す。 書き写している。 
７，８ 化学反応式は化学反

応に関与する物質と
その量的関係を表す
ことについて理解す
る。 

化学反応式は化学反
応に関与する物質と
その量的関係を表す
ことについて学ぶ。 

化学反応式は化学反
応に関与する物質と
その量的関係を表す
ことについて理解し
ている。 
化学反応における物
質の量的関係を考察
している。 

９ 化学反応の物質とそ
の量的関係について
根拠を基に考察して
表現する。 

化学反応の物質とそ
の量的関係について
仮説を⽴て、検証し、
根 拠 を 基 に 考 察 す
る。 

化学反応の物質とそ
の量的関係について
仮説を⽴て、検証し、
根拠を基に考察し、
表現している。 

 
６． 本時の⽬標 

原⼦の相対質量、原⼦量、分⼦量、式量の定義と基本的概念について理解する。また、
それぞれの計算⽅法を⾝につける。 
 

７．本時の展開 
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時間 学習内容 学習活動 指導上の注意 評価規準 
(評価⽅法) 

導⼊ 
(10
分) 

相 対 値 に つ
い て 確 認 す
る。 

・アンパンマンのパンチの
威⼒を例に⽐を使うことで
扱いが容易になることを確
認する。 

相対値の例として
⾝近なことを例と
する。 

 

展開 
(35
分) 

・ 原 ⼦ の 相
対 質 量 に つ
い て 定 義 を
理解する。 
・ 原 ⼦ 量 の
定 義 を 理 解
する。 
 
 
 
 
 
 
・ 分 ⼦ 量 の
定 義 を 理 解
する。 
 
 
 
 
 
 
 
・ 式 量 の 定
義 を 理 解 す

・原⼦の相対質量の基準は
何か理解する。 
・原⼦の相対質量の求め⽅
を理解する。 
・練習として⾦、銀、銅の相
対質量を求める。 
・同位体と存在⽐について
確認する。 
・原⼦量の定義を理解する。 
・原⼦量の求め⽅を理解す
る。 
・練習として銀、銅の原⼦量
を求める。 
・分⼦に含まれる原⼦の原
⼦量の総和であることを理
解する。 
・分⼦量の求め⽅を理解す
る。 
・練習として⼆酸化炭素、硫
酸、の分⼦量を求める。 
・組成式やイオン式に含ま
れる原⼦の原⼦量の総和で
あることを理解する。 
・式量の求め⽅を理解する。 
・練習として⽔酸化ナトリ

・カラーチョークを
使い表記を強調す
る。 
・例題の基準の理由
と炭素の基準の理
由を結び付け炭素
が基準であること
を印象付けさせる。 
・元素表の各元素の
下に原⼦量がのっ
ていることを伝え
る。 
 
・電⼦の質量は⾮常
に⼩さいので無視
することを伝える。 
 
 
・すべて相対値なた
め、単位がないこと
を伝える。 

［学びに向か
う⼒、⼈間性
等］ 
分⼦量、原⼦
量、式量の定義
と基本的概念
について関⼼
を持っている。 
 
 
 
 
 
［知識及び技
能］ 
原⼦の相対質
量、原⼦量、分
⼦量について
理解し、計算⽅
法を⾝につけ
ている。 
 
 
［知識及び技
能］ 
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る。 ウム、硝酸銅(Ⅱ)、アンモニ
ウ ム イ オ ン の 式 量 を 求 め
る。 

原⼦の相対質
量、原⼦量、分
⼦量、式量につ
いて理解し、計
算⽅法を⾝に
つけている。 

まとめ 
(5 分） 

学 習 内 容 を
確認する。 

ノート、教科書を⾒返しな
がら今⽇学んだことを復習
する。 
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美術科 学習指導案 
             

指導者         
 

対象学年：高校 1年次  2 時限連続(100 分) 5 回 
 

1． 題材：「心象風景に基づくイメージを膨らませ、独自の絵画世界を構成する。」 
2． 技法：銅版画（エッチング） 
3． 課題：2課題 ペン画（版画用原画制作を兼ねる）、銅版画 
4． 単元目標： 
（１）造形的な視点について理解し、意図に応じて表現方法を工夫することができるように
する。 
(２）美術の働きについて考え、主題を生成し、創造的に発想・構想ができるようにする。 
（３）主体的に創造活動に取り組み、感性を高め、美術文化に親しむようにする。 

内容「A 表現」  
ア：感じ取ったことや考えたことを基に、主題を生成し創造的な表現の構想を練る。 
イ：意図に応じて材料や用具の特性を生かすことができる。 
  「B 鑑賞」  
ア：作者の心情や意図、表現の工夫などについて考え、理解し、見方や感じ方を深める。 
イ：各文化との関連を含め、作品を鑑賞することができる。 

５．評価の基準  
知識・技能 思考力・判断力・表現力等 学びに向かう力・人間性等 

・エッチング版画の技法の持
つ特徴を把握し、イメージに適
した表現技法を選択できてい
る。 
・形や色彩などの効果を理解
し、イメージや作風などで捉え
ている。 

・想像の世界を広げ、柔軟に
イメージした作品の構想を練
れている。 
・作品の表現に工夫をこら
し、制作の意図や心情を考え、
作品制作についての見方や感
じ方を深められている。 

・他者の作品や既存の名作を味
わい、自らの表現との違いを感
じたり、生かしたりしている。 

 
６．題材観：版画の技法持つ表現の特徴と、線描による表現を実感するための題材として、
銅版画を経験する。 
 ＊［創造的な知識・技能に関する共通事項］ 
   ：（1）ア 造形の要素の働きー 線描や点描による陰影、強弱の表現 
      イ 全体のイメージや構成― 心象風景と画面の構成、印象（例えば、写実的
表現、抽象表現、デフォルメ等） 
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   ：版画の持つ造形的な特徴や要素を理解し、作風や様式などを捉える。 
  
７．展開（授業の流れ） 
時数 展開 指導項目 及び教材、用具 評価の目安と指導上の留意点 
第１回 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2回 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

導入 
(30 分) 
 
 
 
 
構想 
(70 分) 
 
 
 
 
制作 
(100分) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・主題の生成：シュールレアリスム
や表現主義等の概説をする。 
・制作手順やスケジュールの確認。 
 
 
 
・作品の構想をまとめ、ワークシー
ト（企画書）を提出。 
A4 用紙に矩形の枠を作り、下絵、構
想を何種類か描く。 
各の作品の構想を文章で補完して
もよい。 
・銅版画の原画として、ペン画を制
作する。 
 教材：極細ピグメントライナー黒 
0,05~0,1mm 
 ケント紙 
・版画にすることを前提とし、線描、
点描を組み合わせ、表現を工夫す
る。 

・18×24ｃｍ（銅板のサイズ）の枠
をケント紙にとり、その中に描画
する。 

・ビデオ鑑賞により、銅版画制作の
流れを理解する。（20 分程度） 

・ペンによる原画からトレーシング
ペーパーとカーボン紙を使い、銅
板に転写する。 

配布教材：トレーシングペーパー、
カーボン紙、銅板 

 
 

・多様な表現についての理解を
深めていけるように指導する。 
・完成までの大まかな見通しを
持たせる。 
（知識、創造的な技能、鑑賞の
能力） 
・検討の際に、発想のきっかけ
やイメージを文章にすること
も有効であることを伝える。 
（発想・構想の能力、言語活動
の充実） 
 
・絵の具や鉛筆との表現の違い
に気付き、点や線による陰影や
空間の表現、ハッチングの工夫
をアドバイスする。 
・丁寧な描画を心がけること
で、多様なトーンが得られるこ
とを理解させる。 
・評価の目安：構成の能力 
（創造的技能の工夫） 
 
 
 
 
・細部にわたる転写は必要がな
いことを留意 
※原画の提出：中間評価 
表現技法と制作の関連の理解
（創造的な技能、鑑賞の能力） 
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第 3回 
 
 
 
 
 
 
 
第 4回 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 5回 

制作 
(100分) 
 
 
 
 
 
 
制作 
(100分) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
制作 
(80 分) 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪銅販の制作≫ 
・転写した原画を手がかりにニード
ルで描画を開始する。 

配布教材：スクレーパー付きニード
ル 

試し刷り用紙（キャンソン木炭紙） 
本刷り用紙（ハーネミューレ紙） 
 
・全体の描画がすんだ段階で、腐食
液につける。（10 分～15分） 

・試し刷りを行い、描画の状態をチ
ェック。 

用紙に水分を含ませ、銅版にインク 
を塗り込み、全体を拭き取った後プ 
レス機で刷る。 
（拭き取りよう寒冷紗）インクの拭 
き取りによる刷りの状態を体験、工 
夫する。 
・原板にさらに手を加え、自分の納
得できる表現や表情を追求する。 

 
 
 
 
 
 
≪本刷り≫ 
・試し刷りの経験を生かした本刷り 
を行う。 
刷りの表現に工夫をした作品 2点を 
提出。 
 
≪片付け≫ 
・使用した用具の片付けを学ぶ。 
使用後のインク等の扱い方、処理方 
法。 

 
・ペン画とニードルでの描画と
の表現の違いを確かめさせる。 
 
 
 
 
 
・試し刷りは、描画の足りない
ところの確認を行うとともに、
一連の刷りの工程を経験させ
る。 
・版画用紙の扱いと、汚さない
ための養成。 
・インクを扱う際の注意事項の
確認。 
・プレス機の使用方法の確認と
ともに、実演。 
・狙いを持った技法の工夫で、
表現の多様性が広がるように
指導する。 
（創造的技能及び鑑賞の能力） 
 
評価の目安：乙版の技法の理解
と表現の工夫 
（創造的な表現と技能の工夫） 
       
・制作場所の養成や使用用具の
準備、片付けを行うことで、安
全面への配慮の重要性につい
て指導する。 
（安全面への配慮と学習指導
上の注意） 
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講評 
(20 分) 

 
・相互に作品を鑑賞し、互いの構想
を理解、表現の工夫の違いに気付
く。 

 
評価の目安：互いの作品鑑賞の
中で、積極的に意見交換するよ
うに指導。 
（鑑賞の能力、言語活動の充
実） 

 
＊教室備品や使用教材について 
＜実習室の準備について＞40 人学級 
銅版プレス機：5～6 台 銅版ウォーマー 油性インク（ブラック） 寒冷紗 腐食液 そ
の他 
 
＜使用教材、配布物＞ 
ケント紙（原画用） エッチングプレート 版画用紙（試し刷り、本刷り用紙）その他  
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東京工芸大学教職課程に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は東京工芸大学学則（以下「大学学則」という。）第 35 条の 2及び東京工芸大学大学院学

則（以下「大学院学則」という。）第 22 条に基づき教育職員免許状の授与を受ける所要資格を取得するた

めに設置された課程（以下「教職課程」という。）の科目の単位修得方法等について定める。 

（教育職員免許状の種類等） 

第２条 取得できる教育職員免許状の種類及び免許教科は，大学学則第 35 条の 2 別表 3 及び大学院学則第

22 条別表 6 に掲げるものとする。ただし，複数の免許教科を設置している学部学科及び大学院専攻におい

ては，登録できる免許教科は 1 つとする。 

２ 専修免許状を取得するには，同じ免許教科の一種免許状を取得していなければならない。 

（所要資格） 

第３条 教育職員免許状の授与を受けるためには，免許状の種類に応じて次表のとおり所要資格を満たして

いなければならない。 

免許種 本学における最低修得単位数 基礎資格 

教科及び教科の指導法に関する科目 教育の基礎的理解に関

する科目等 教科に関する専門的

事項 

各教科の指導法（情

報通信技術の活用を

含む。） 

中学校教諭 

一種免許状 

２８ ８ ３１ 学士の学位を

有すること 

高等学校教諭 

一種免許状 

２８ ４ ２７ 学士の学位を

有すること 

中学校教諭 

専修免許状 

２４ ― ― 修士の学位を

有すること 

高等学校教諭 

専修免許状 

２４ ― ― 修士の学位を

有すること 

 

２ 前項に定めるほか，文部科学省令で定める次表の科目の単位を修得しなければならない。 

文部科学省令で定める科目 
（教育職員免許法施行規則第 66 条の 6）  

日本国憲法 ２ 
体育 ２ 
外国語コミュニケーション ２ 
数理、データ活用及び人工知能に関す

る科目又は情報機器の操作 
２ 

（教育実習） 

第４条 前条第１項に定める教職に関する科目のうち「教育実習Ａ」・「教育実習Ｂ」は，事前指導，実習校

における教育実習及び事後指導から成るものとする。 

２ 学部生の実習校における教育実習は，次の各号に定める要件を満たした上で教職課程を指導する教員の

許可を得て行うものとする。 

（１）別表 1 に定める科目の単位を指定された年次までに修得すること 

（２）「教育実習事前指導」に合格していること 

（３）教育実習校からの受け入れの承諾を得ていること 
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３ 大学院生の実習校における教育実習は，次の各号に定める要件を満たした上で大学院指導教員および教

職課程を指導する教員の許可を得て行うものとする。 

（１）当規程第７条の２（２）に該当すること 

（２）別表 1 に定める科目の単位を修得していること 

（３）「教育実習事前指導」に合格していること 

（４）教育実習校からの受け入れの承諾を得ていること 

４ 前２項に定める要件を満たさない者については，教職課程を指導する教員との面談の上，実習校におけ

る教育実習の可否を決定することがある。 

（介護等体験） 

第４条の２ 中学校教諭普通免許状の授与を受けようとする者に必要である「介護等体験」は，次の各号に

定める要件を満たした上で教職課程を指導する教員の許可を得て行うものとする。 

（１）学部３年次以上に在学している者 

（２）別表 1 に定める科目の単位を指定された年次までに修得すること。 

２ 前項に定める要件を満たさない者については，教職課程を指導する教員との面談の上，施設等における

介護等体験の可否を決定することがある。 

（教職実践演習（中・高）） 

第４条の３ 第３条第１項に定める教育の基礎的理解に関する科目等である「教職実践演習（中・高）」を履

修するには，別表 1 に定める科目の単位を指定された年次までに修得していなければならない。 

（履修開始年次） 

第５条 教職課程の履修開始年次は，特別な事情がない限り１年次とする。 

（教職課程の登録） 

第６条 教職課程を履修しようとする者は，年度始めに行われるガイダンスに出席の上，所定の期間に教職

課程登録を行わなければならない。 

（教職課程履修費） 

第７条 教職課程を履修しようとする者は，同課程履修費として別表 2 に定める金額を納入しなければなら

ない。 

２ 既に納入した当該履修費は，理由の如何にかかわらず返還しない。 

（大学院生の教職課程履修） 

第７条の２ 大学院生の教職課程履修は，次の各号の何れかに該当する者が，免許取得に必要な科目の履修

計画を検討のうえ，大学院指導教員および教職課程を指導する教員の許可を得て行うものとする。 

（１）本学学部在学中に一種教育職員免許状を取得し卒業した者で，本大学院に入学し，異なる免許教科の

一種教育職員免許状の取得を希望する者 

（２）本学学部在学中に教職課程の本登録をしたが，一種教育職員免許状の取得要件を満たすことができず

に卒業した者で，本大学院に入学し，同免許教科の取得を希望する者 

２ 東京工芸大学大学院学則第２０条（学部の履修）を準用し，履修させるものとする。 

（科目等履修生の教職課程履修） 

第７条の３ 科目等履修生の教職課程履修は，次の各号の何れかに該当する者が，教職課程を指導する教員

の許可を得て行うものとする。 

（１）本学学部在学中に一種教育職員免許状を取得し卒業した者で，異なる免許教科の一種教育職員免許状

の取得を希望する者 

（２）本学学部在学中に教職課程の本登録をしたが，一種教育職員免許状の取得要件を満たすことができず

に卒業した者で，同免許教科の取得に必要な科目の履修を希望する者（本学学部在学中に教育実習に合格し

ている者に限る） 

２ 本規程に定めのない事項については，各学部の科目等履修生規程の定めるところによる。 
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（教育職員免許状授与の申請） 

第８条 第３条に定める科目の単位を修得し，教育委員会からの教育職員免許状の授与を受けようとする者

は，教務課で所定の申請を行わなければならない。 

（教育職員免許状の交付） 

第９条 前条により申請を行った者の教育委員会から授与される教育職員免許状は，当該年度の学位授与式

に交付する。 

（証明書の発行） 

第１０条 教育職員免許状の授与を受けようとする者が，学力等に関する証明書の発行を請求する場合には，

教務課にて所定の手続きを行うものとする。 

（教職課程登録の取消し） 

第１１条 教職課程を履修している者が，学則又はこれに基づいて定められた規則に違反，若しくは学業を

怠り，その他本学学生としての本分に反する行為があった場合には，履修中であっても，同課程の登録を

取り消すことがある。 

（規程の準用） 

第１２条 教職課程を履修しようとする者に対しては，この規程に定めるもののほか，学則その他学生に適

用する諸規程を準用する。 

（補則） 

第１３条 本規程に定めのない事項については，別に定めるものとする。 

（規程の改廃） 

第１４条 この規程の改廃は，学長が行なう。 

 

  附 則 

この規程は，平成 22年 4月 1 日から施行し，平成 22 年度入学生から適用するものとする。 

ただし，第４条の２については，平成 21 年度入学生にも適用するものとする。 

 

  附 則 

この規程は，平成 22年 12月 24 日から施行する。 

 

  附 則 

この規程は，平成 25年 4月 1 日から施行する。 

 

附 則 
この規程は，平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

 
附 則 

この規程は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 
 

附 則 
この規程は，平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
平成 30 年度以前の入学者については，従前の規定の定めるとおりとする。 

 
附 則 

この規程は，2022 年 4 月 1 日から施行する。 
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別表 1 教育実習（学外実習），介護等体験（学外実習）の実施及び教育実習事前指導，教職実践演習（中・

高）を履修するための要件 
修得すべき年次 授業科目 単位数 備考 

教育実習実施年度

の前々年度までに 

「教職概論」 

「教育原理」 

「発達心理学」 

「教育心理学」 

２ 

２ 

２ 

２ 

左記４ 科目の中から，３科目以上

の単位を修得した者のみ，「教育実

習(学外実習)」の打診，介護等体験

（学外実習）の実施，「教育実習事

前指導」の履修ができる。 

教育実習実施年度

の前年度までに 

｢教職概論｣ 

｢教育原理｣ 

｢発達心理学｣ 

｢教育心理学｣ 

｢教育制度･経営論｣ 

｢教育課程論｣ 

｢特別活動及び総合的な学習の時間の指導法｣ 

｢教育方法･技術論｣ 

｢生徒･進路指導論｣ 

｢教育相談｣ 

｢特別支援教育｣ 

各教科の指導法Ａ 

各教科の指導法Ｂ 

第３条第２項に定める，「日本国憲法」に係る科目 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

左記１４科目の単位を修得した

者のみ，「教育実習（学外実習）」

の実施，「教職実践演習（中・高）」

の履修ができる。 

 

 

別表 2 教職課程履修費 
学部生の教職課程履修費 ２０，０００円 
大学院生の教職課程履修費 ５，０００円 

科目等履修生の教職課程履修費 
登録料 １０，０００円（１学期当たり） 
授業料 １０，０００円（１単位当たり） 
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関連法規 

 
１．日本国憲法(抄)  

 
日本国民は，正当に選挙された国会における代表者

を通じて行動し，われらとわれらの子孫のために，諸

国民との協和による成果と，わが国全土にわたつて自

由のもたらす恵沢を確保し，政府の行為によつて再び

戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し，

ここに主権が国民に存することを宣言し，この憲法を

確定する。そもそも国政は，国民の厳粛な信託による

ものであつて，その権威は国民に由来し，その権力は

国民の代表者がこれを行使し，その福利は国民がこれ

を享受する。これは人類普遍の原理であり，この憲法

は，かかる原理に基くものである。われらは，これに

反する一切の憲法，法令及び詔勅を排除する。 

 日本国民は，恒久の平和を念願し，人間相互の関係を

支配する崇高な理想を深く自覚するのであつて，平和

を愛する諸国民の公正と信義に信頼して，われらの安

全と生存を保持しようと決意した。われらは，平和を

維持し，専制と隷従，圧迫と偏狭を地上から永遠に除

去しようと努めてゐる国際社会において，名誉ある地

位を占めたいと思ふ。われらは，全世界の国民が，ひ

としく恐怖と欠乏から免かれ，平和のうちに生存する

権利を有することを確認する。 

われらは，いづれの国家も，自国のことのみに専念

して他国を無視してはならないのであつて，政治道徳

の法則は，普遍的なものであり，この法則に従ふこと

は，自国の主権を維持し，他国と対等関係に立たうと

する各国の責務であると信ずる。 

 日本国民は，国家の名誉にかけ，全力をあげてこの

崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。 

 

第 3章 国民の権利及び義務 

 

第 13 条 すべて国民は，個人として尊重される。生命，

自由及び幸福追求に対する国民の権利については，

公共の福祉に反しない限り，立法その他の国政の上

で，最大の尊重を必要とする。 

 

第 14 条 すべて国民は，法の下に平等であつて，人種，

信条，性別，社会的身分又は門地により，政治的，

経済的又は社会的関係において，差別されない。 

2 華族その他の貴族の制度は，これを認めない。 

3 栄誉，勲章その他の栄典の授与は，いかなる特権も

伴はない。栄典の授与は，現にこれを有し，又は将

来これを受ける者の一代に限り，その効力を有する。 

 

第 19 条 思想及び良心の自由は，これを侵してはなら

ない。 

 

第 20 条 信教の自由は，何人に対してもこれを保障す

る。いかなる宗教団体も，国から特権を受け，又は

政治上の権力を行使してはならない。 

2 何人も，宗教上の行為，祝典，儀式又は行事に参

加することを強制されない。 

3 国及びその機関は，宗教教育その他いかなる宗教

的活動もしてはならない。 

 

第 23 条 学問の自由は，これを保障する。 

 

第 26 条 すべて国民は，法律の定めるところにより，

その能力に応じて，ひとしく教育を受ける権 

利を有する。 

2 すべて国民は，法律の定めるところにより，その保

護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義

務教育は，これを無償とする。 

第7章  財政 

 

第 89 条 公金その他の公の財産は，宗教上の組織若し

くは団体の使用，便益若しくは維持のため，又は公

の支配に属しない慈善，教育若しくは博愛の事業に

対し，これを支出し，又はその利用に供してはなら

ない。 

 
２．教育基本法(抄) 
 

第一章 教育の目的及び理念 
 

(教育の目的) 
第一条 教育は，人格の完成を目指し，平和で民主的な国

家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身と

もに健康な国民の育成を期して行われなければならな

い。 
 

(教育の目標) 
第二条  教育は，その目的を実現するため，学問の自由を

尊重しつつ，次に掲げる目標を達成するよう行われるも

のとする。 
一  幅広い知識と教養を身に付け，真理を求める態度

を養い，豊かな情操と道徳心を培うとともに，健や

かな身体を養うこと。 
二  個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造

性を培い，自主及び自律の精神を養うとともに，職

業及び生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度

を養うこと。 
三  正義と責任，男女の平等，自他の敬愛と協力を重

んずるとともに，公共の精神に基づき，主体的に社

会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養う

こと。 
四  生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与

する態度を養うこと。 
五  伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我

が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，国際

社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
 
 
(生涯学習の理念) 

第三条  国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊かな人生

を送ることができるよう，その生涯にわたって，あらゆ

る機会に，あらゆる場所において学習することができ，
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その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図

られなかればならない。 
 
(教育の機会均等) 

第四条  すべて国民は，ひとしく，その能力に応じた教育

を受ける機会を与えられなければならず，人種，信条，

性別，社会的身分，経済的地位又は門地によって，教育

上差別されない。 
2  国及び地方公共団体は，障害のある者が，その障害の

状態に応じ，十分な教育を受けられるよう，教育上必要

な支援を講じなければならない。 
3  国及び地方公共団体は，能力があるにもかかわらず，

経済的理由によって修学が困難な者に対して，奨学の措

置を講じなければならない。 
 
第二章  教育の実施に関する基本 

 
(義務教育) 

第五条  国民は，その保護する子に，別に法律で定めると

ころにより，普通教育を受けさせる義務を負う。 
2  義務教育として行われる普通教育は，各個人の有する

能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を

培い，また，国家及び社会の形成者として必要とされる

基本的な資質を養うことを目的として行われるものと

する。 
3  国及び地方公共団体は，義務教育の機会を保障し，そ

の水準を確保するため，適切な役割分担及び相互の協力

の下，その実施に責任を負う。 
4  国又は地方公共団体の設置する学校における義務教

育については，授業料を徴収しない。 
 
(学校教育) 

第六条  法律に定める学校は，公の性質を有するものであ

って，国，地方公共団体及び法律に定める法人のみが，

これを設置することができる。 
2  前項の学校においては，教育の目標が達成されるよう，

教育を受ける者の心身の発達に応じて，体系的な教育が

組織的に行われなければならない。この場合において，

教育を受ける者が，学校生活を営む上で必要な規律を重

んずるとともに，自ら進んで学習に取り組む意欲を高め

ることを重視して行われなければならない。 
 

(大学) 
第七条  大学は，学術の中心として，高い教養と専門的能

力を培うとともに，深く真理を探究して新たな知見を創

造し，これらの成果を広く社会に提供することにより，

社会の発展に寄与するものとする。 
2  大学については，自主性，自律性その他の大学におけ

る教育及び研究の特性が尊重されなければならない。 
 
(私立学校) 

第八条  私立学校の有する公の性質及び学校教育におい

て果たす重要な役割にかんがみ，国及び地方公共団体は，

その自主性を尊重しつつ，助成その他の適当な方法によ

って私立学校教育の振興に努めなければならない。 
 
(教員) 

第九条  法律に定める学校の教員は，自己の崇高な使命を

深く自覚し，絶えず研究と修養に励み，その職責の遂行

に努めなければならない。 

2  前項の教員については，その使命と職責の重要性にか

んがみ，その身分は尊重され，待遇の適正が期せられる

とともに，養成と研修の充実が図られなければならない。 
 
(家庭教育) 

第十条  父母その他の保護者は，子の教育について第一義

的責任を有するものであって，生活のために必要な習慣

を身に付けさせるとともに，自立心を育成し，心身の調

和のとれた発達を図るよう努めるものとする。 
2  国及び地方公共団体は，家庭教育の自主性を尊重しつ

つ，保護者に対する学習の機会及び情報の提供その他の

家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努

めなければならない。 
 
(幼児期の教育) 

第十一条  幼児期の教育は，生涯にわたる人格形成の基礎

を培う重要なものであることにかんがみ，国及び地方公

共団体は，幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整

備その他適当な方法によって，その振興に努めなければ

ならない。 
 
(社会教育) 

第十二条  個人の要望や社会の要請にこたえ，社会におい

て行われる教育は，国及び地方公共団体によって奨励さ

れなければならない。 
2  国及び地方公共団体は，図書館，博物館，公民館その

他の社会教育施設の設置，学校の施設の利用，学習の機

会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教

育の振興に努めなければならない。 
 
(学校，家庭及び地域住民等の相互の連携協力) 

第十三条  学校，家庭及び地域住民その他の関係者は，教

育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに，

相互の連携及び協力に努めるものとする。 
 
 
 
(政治教育) 

第十四条  良識ある公民として必要な政治的教養は，教育

上尊重されなければならない。 
2  法律に定める学校は，特定の政党を支持し，又はこれ

に反対するための政治教育その他政治的活動をしては

ならない。 
 
(宗教教育) 

第十五条  宗教に関する寛容の態度，宗教に関する一般的

な教養及び宗教の社会生活における地位は，教育上尊重

されなければならない。 
2  国及び地方公共団体が設置する学校は，特定の宗教の

ための宗教教育その他宗教的活動をしてはならない。 
 
第三章  教育行政 

 
(教育行政) 

第十六条  教育は，不当な支配に服することなく，この法

律及び他の法律の定めるところにより行われるべきも

のであり，教育行政は，国と地方公共団体との適切な役

割分担及び相互の協力の下，公正かつ適正に行われなけ

ればならない。 
2  国は，全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上

を図るため，教育に関する施策を総合的に策定し，実施

しなければならない。 
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3  地方公共団体は，その地域における教育の振興を図る

ため，その実情に応じた教育に関する施策を策定し，実

施しなければならない。 
4  国及び地方公共団体は，教育が円滑かつ継続的に実施

されるよう，必要な財政上の措置を講じなければならな

い。 
(教育振興基本計画) 

第十七条  政府は，教育の振興に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るため，教育の振興に関する施策につ

いての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事

項について，基本的な計画を定め，これを国会に報告す

るとともに，公表しなければならない。 
2  地方公共団体は，前項の計画を参酌し，その地域の実

情に応じ，当該地方公共団体における教育の振興のため

の施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなけれ

ばならない。 
 
第四章  法令の制定 

 
第十八条  この法律に規定する諸条項を実施するため，必

要な法令が制定されなければならない。 
 
３．学校教育法(抄)   
 

 

第一条 この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学

校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、大学及び高等専門学校とする。 

 

第九条 次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は

教員となることができない。 

一 禁錮以上の刑に処せられた者 

二 教育職員免許法第十条第一項第二号又は第三号に該

当することにより免許状がその効力を失い、当該失効

の日から三年を経過しない者 

三 教育職員免許法第十一条第一項から第三項までの規

定により免許状取上げの処分を受け、三年を経過しな

い者 

四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又は

その下に成立した政府を暴力で破壊することを主張

する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した

者 

 

第十一条 校長及び教員は、教育上必要があると認める

ときは、文部科学大臣の定めるところにより、児

童、生徒及び学生に懲戒を加えることができる。

ただし、体罰を加えることはできない。 

 

第三十七条 小学校には、校長、教頭、教諭、養護教諭

及び事務職員を置かなければならない。 

② 小学校には、前項に規定するもののほか、副校長、

主幹教諭、指導教諭、栄養教諭その他必要な職員を置

くことができる。 

③ 第一項の規定にかかわらず、副校長を置くときその

他特別の事情のあるときは教頭を、養護をつかさどる

主幹教諭を置くときは養護教諭を、特別の事情のある

ときは事務職員を、それぞれ置かないことができる。 

④ 校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 

⑤ 副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさど

る。 

⑥ 副校長は、校長に事故があるときはその職務を代理

し、校長が欠けたときはその職務を行う。この場合に

おいて、副校長が二人以上あるときは、あらかじめ校

長が定めた順序で、その職務を代理し、又は行う。 

⑦ 教頭は、校長（副校長を置く小学校にあつては、校

長及び副校長）を助け、校務を整理し、及び必要に応

じ児童の教育をつかさどる。 

⑧ 教頭は、校長（副校長を置く小学校にあつては、校

長及び副校長）に事故があるときは校長の職務を代理

し、校長（副校長を置く小学校にあつては、校長及び

副校長）が欠けたときは校長の職務を行う。この場合

において、教頭が二人以上あるときは、あらかじめ校

長が定めた順序で、校長の職務を代理し、又は行う。 

⑨ 主幹教諭は、校長（副校長を置く小学校にあつては、

校長及び副校長）及び教頭を助け、命を受けて校務の

一部を整理し、並びに児童の教育をつかさどる。 

⑩ 指導教諭は、児童の教育をつかさどり、並びに教諭

その他の職員に対して、教育指導の改善及び充実のた

めに必要な指導及び助言を行う。 

⑪ 教諭は、児童の教育をつかさどる。 

⑫ 養護教諭は、児童の養護をつかさどる。 

⑬ 栄養教諭は、児童の栄養の指導及び管理をつかさど

る。 

⑭ 事務職員は、事務をつかさどる。 

⑮ 助教諭は、教諭の職務を助ける。 

⑯ 講師は、教諭又は助教諭に準ずる職務に従事する。 

⑰ 養護助教諭は、養護教諭の職務を助ける。 

⑱ 特別の事情のあるときは、第一項の規定にかかわら

ず、教諭に代えて助教諭又は講師を、養護教諭に代え

て養護助教諭を置くことができる。 

⑲ 学校の実情に照らし必要があると認めるときは、第

九項の規定にかかわらず、校長（副校長を置く小学校

にあつては、校長及び副校長）及び教頭を助け、命を

受けて校務の一部を整理し、並びに児童の養護又は栄

養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭を置くこと

ができる。 

 

第四十五条 中学校は、小学校における教育の基礎の上

に、心身の発達に応じて、義務教育として行われ

る普通教育を施すことを目的とする。 

 

第四十六条 中学校における教育は、前条に規定する目

的を実現するため、第二十一条各号に掲げる目標

を達成するよう行われるものとする。 

 

第四十九条 第三十条第二項、第三十一条、第三十四条、

第三十五条及び第三十七条から第四十四条まで

の規定は、中学校に準用する。この場合において、

第三十条第二項中「前項」とあるのは「第四十六
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条」と、第三十一条中「前条第一項」とあるのは

「第四十六条」と読み替えるものとする。 

 

第五十条 高等学校は、中学校における教育の基礎の上

に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教

育及び専門教育を施すことを目的とする。 

第五十一条 高等学校における教育は、前条に規定する

目的を実現するため、次に掲げる目標を達成する

よう行われるものとする。 

一 義務教育として行われる普通教育の成果を更に発展

拡充させて、豊かな人間性、創造性及び健やかな

身体を養い、国家及び社会の形成者として必要な

資質を養うこと。 

二 社会において果たさなければならない使命の自覚に

基づき、個性に応じて将来の進路を決定させ、一

般的な教養を高め、専門的な知識、技術及び技能

を習得させること。 

三 個性の確立に努めるとともに、社会について、広く

深い理解と健全な批判力を養い、社会の発展に寄

与する態度を養うこと。 

 

第六十二条 第三十条第二項、第三十一条、第三十四条、

第三十七条第四項から第十七項まで及び第十九

項並びに第四十二条から第四十四条までの規定

は、高等学校に準用する。この場合において、第

三十条第二項中「前項」とあるのは「第五十一条」

と、第三十一条中「前条第一項」とあるのは「第

五十一条」と読み替えるものとする。 

 

４．教育職員免許法(抄)   
 

第一章 総則 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、教育職員の免許に関する基準を定

め、教育職員の資質の保持と向上を図ることを目的と

する。 

（定義） 

第二条 この法律において「教育職員」とは、学校（学

校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規

定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等

学校、中等教育学校及び特別支援学校（第三項におい

て「第一条学校」という。）並びに就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律（平成十八年法律第七十七号）第二条第七項に規定

する幼保連携型認定こども園（以下「幼保連携型認定

こども園」という。）をいう。以下同じ。）の主幹教

諭（幼保連携型認定こども園の主幹養護教諭及び主幹

栄養教諭を含む。以下同じ。）、指導教諭、教諭、助

教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、主幹保育教

諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭及び講師（以

下「教員」という。）をいう。 

２ この法律で「免許管理者」とは、免許状を有する者

が教育職員及び文部科学省令で定める教育の職にあ

る者である場合にあつてはその者の勤務地の都道府

県の教育委員会、これらの者以外の者である場合にあ

つてはその者の住所地の都道府県の教育委員会をい

う。 

３ この法律において「所轄庁」とは、大学附置の国立

学校（国（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二

号）第二条第一項に規定する国立大学法人を含む。以

下この項において同じ。）が設置する学校をいう。以

下同じ。）又は公立学校（地方公共団体（地方独立行

政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第

一項に規定する公立大学法人（以下単に「公立大学法

人」という。）を含む。）が設置する学校をいう。以

下同じ。）の教員にあつてはその大学の学長、大学附

置の学校以外の公立学校（第一条学校に限る。）の教

員にあつてはその学校を所管する教育委員会、大学附

置の学校以外の公立学校（幼保連携型認定こども園に

限る。）の教員にあつてはその学校を所管する地方公

共団体の長、私立学校（国及び地方公共団体（公立大

学法人を含む。）以外の者が設置する学校をいう。以

下同じ。）の教員にあつては都道府県知事（地方自治

法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の

十九第一項の指定都市又は同法第二百五十二条の二

十二第一項の中核市（以下この項において「指定都市

等」という。）の区域内の幼保連携型認定こども園の

教員にあつては、当該指定都市等の長）をいう。 

 

（免許） 

第三条 教育職員は、この法律により授与する各相当の

免許状を有する者でなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、主幹教諭（養護又は栄養

の指導及び管理をつかさどる主幹教諭を除く。）及び

指導教諭については各相当学校の教諭の免許状を有

する者を、養護をつかさどる主幹教諭については養護

教諭の免許状を有する者を、栄養の指導及び管理をつ

かさどる主幹教諭については栄養教諭の免許状を有

する者を、講師については各相当学校の教員の相当免

許状を有する者を、それぞれ充てるものとする。 

 

第二章 免許状 

（種類） 

第四条 免許状は、普通免許状、特別免許状及び臨時免

許状とする。 

２ 普通免許状は、学校（義務教育学校、中等教育学校

及び幼保連携型認定こども園を除く。）の種類ごとの

教諭の免許状、養護教諭の免許状及び栄養教諭の免許

状とし、それぞれ専修免許状、一種免許状及び二種免

許状（高等学校教諭の免許状にあつては、専修免許状

及び一種免許状）に区分する。 

３ 特別免許状は、学校（幼稚園、義務教育学校、中等

教育学校及び幼保連携型認定こども園を除く。）の種

類ごとの教諭の免許状とする。 

４ 臨時免許状は、学校（義務教育学校、中等教育学校

及び幼保連携型認定こども園を除く。）の種類ごとの

助教諭の免許状及び養護助教諭の免許状とする。 

５ 中学校及び高等学校の教員の普通免許状及び臨時

免許状は、次に掲げる各教科について授与するものと

する。 

54



一 中学校の教員にあつては、国語、社会、数学、理科、

音楽、美術、保健体育、保健、技術、家庭、職業（職

業指導及び職業実習（農業、工業、商業、水産及び商

船のうちいずれか一以上の実習とする。以下同じ。）

を含む。）、職業指導、職業実習、外国語（英語、ド

イツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。）及

び宗教 

二 高等学校の教員にあつては、国語、地理歴史、公民、

数学、理科、音楽、美術、工芸、書道、保健体育、保

健、看護、看護実習、家庭、家庭実習、情報、情報実

習、農業、農業実習、工業、工業実習、商業、商業実

習、水産、水産実習、福祉、福祉実習、商船、商船実

習、職業指導、外国語（英語、ドイツ語、フランス語

その他の各外国語に分ける。）及び宗教 

 

（授与） 

第五条 普通免許状は、別表第一、別表第二若しくは別

表第二の二に定める基礎資格を有し、かつ、大学若し

くは文部科学大臣の指定する養護教諭養成機関にお

いて別表第一、別表第二若しくは別表第二の二に定め

る単位を修得した者又はその免許状を授与するため

行う教育職員検定に合格した者に授与する。ただし、

次の各号のいずれかに該当する者には、授与しない。 

一 十八歳未満の者 

二 高等学校を卒業しない者（通常の課程以外の課程に

おけるこれに相当するものを修了しない者を含む。）。

ただし、文部科学大臣において高等学校を卒業した者

と同等以上の資格を有すると認めた者を除く。 

三 禁錮以上の刑に処せられた者 

四 第十条第一項第二号又は第三号に該当することに

より免許状がその効力を失い、当該失効の日から三年

を経過しない者 

五 第十一条第一項から第三項までの規定により免許

状取上げの処分を受け、当該処分の日から三年を経過

しない者 

六 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又は

その下に成立した政府を暴力で破壊することを主張

する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した

者 

２ 前項本文の規定にかかわらず、別表第一から別表第

二の二までに規定する普通免許状に係る所要資格を

得た日の翌日から起算して十年を経過する日の属す

る年度の末日を経過した者に対する普通免許状の授

与は、その者が免許状更新講習（第九条の三第一項に

規定する免許状更新講習をいう。以下第九条の二まで

において同じ。）の課程を修了した後文部科学省令で

定める二年以上の期間内にある場合に限り、行うもの

とする。 

３ 特別免許状は、教育職員検定に合格した者に授与す

る。ただし、第一項各号のいずれかに該当する者には、

授与しない。 

４ 前項の教育職員検定は、次の各号のいずれにも該当

する者について、教育職員に任命し、又は雇用しよう

とする者が、学校教育の効果的な実施に特に必要があ

ると認める場合において行う推薦に基づいて行うも

のとする。 

一 担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能

を有する者 

二 社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必

要な熱意と識見を持つている者 

 

第五条の二 免許状の授与を受けようとする者は、申請

書に授与権者が定める書類を添えて、授与権者に申し

出るものとする。 

 

（証明書の発行） 

第七条 大学（文部科学大臣の指定する教員養成機関、

並びに文部科学大臣の認定する講習及び通信教育の

開設者を含む。）は、免許状の授与、新教育領域の追

加の定め（第五条の二第三項の規定による新教育領域

の追加の定めをいう。）又は教育職員検定を受けよう

とする者から請求があつたときは、その者の学力に関

する証明書を発行しなければならない。 

 

（効力） 

第九条 普通免許状は、その授与の日の翌日から起算し

て十年を経過する日の属する年度の末日まで、すべて

の都道府県（中学校及び高等学校の教員の宗教の教科

についての免許状にあつては、国立学校又は公立学校

の場合を除く。次項及び第三項において同じ。）にお

いて効力を有する。 

２ 特別免許状は、その授与の日の翌日から起算して十

年を経過する日の属する年度の末日まで、その免許状

を授与した授与権者の置かれる都道府県においての

み効力を有する。 

３ 臨時免許状は、その免許状を授与したときから三年

間、その免許状を授与した授与権者の置かれる都道府

県においてのみ効力を有する。 

４ 第一項の規定にかかわらず、その免許状に係る別表

第一から別表第八までに規定する所要資格を得た日、

第十六条の二第一項に規定する教員資格認定試験に

合格した日又は第十六条の三第二項若しくは第十七

条第一項に規定する文部科学省令で定める資格を有

することとなつた日の属する年度の翌年度の初日以

後、同日から起算して十年を経過する日までの間に授

与された普通免許状（免許状更新講習の課程を修了し

た後文部科学省令で定める二年以上の期間内に授与

されたものを除く。）の有効期間は、当該十年を経過

する日までとする。 

５ 普通免許状又は特別免許状を二以上有する者の当

該二以上の免許状の有効期間は、第一項、第二項及び

前項並びに次条第四項及び第五項の規定にかかわら

ず、それぞれの免許状に係るこれらの規定による有効

期間の満了の日のうち最も遅い日までとする。 

（有効期間の更新及び延長） 

第九条の二 免許管理者は、普通免許状又は特別免許状

の有効期間を、その満了の際、その免許状を有する者

の申請により更新することができる。 
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２ 前項の申請は、申請書に免許管理者が定める書類を

添えて、これを免許管理者に提出してしなければなら

ない。 

３ 第一項の規定による更新は、その申請をした者が当

該普通免許状又は特別免許状の有効期間の満了する

日までの文部科学省令で定める二年以上の期間内に

おいて免許状更新講習の課程を修了した者である場

合又は知識技能その他の事項を勘案して免許状更新

講習を受ける必要がないものとして文部科学省令で

定めるところにより免許管理者が認めた者である場

合に限り、行うものとする。 

４ 第一項の規定により更新された普通免許状又は特

別免許状の有効期間は、更新前の有効期間の満了の日

の翌日から起算して十年を経過する日の属する年度

の末日までとする。 

５ 免許管理者は、普通免許状又は特別免許状を有する

者が、次条第三項第一号に掲げる者である場合におい

て、同条第四項の規定により免許状更新講習を受ける

ことができないことその他文部科学省令で定めるや

むを得ない事由により、その免許状の有効期間の満了

の日までに免許状更新講習の課程を修了することが

困難であると認めるときは、文部科学省令で定めると

ころにより相当の期間を定めて、その免許状の有効期

間を延長するものとする。 

６ 免許状の有効期間の更新及び延長に関する手続そ

の他必要な事項は、文部科学省令で定める。 

（免許状更新講習） 

第九条の三 免許状更新講習は、大学その他文部科学省

令で定める者が、次に掲げる基準に適合することにつ

いての文部科学大臣の認定を受けて行う。 

一 講習の内容が、教員の職務の遂行に必要なものとし

て文部科学省令で定める事項に関する最新の知識技

能を修得させるための課程（その一部として行われる

ものを含む。）であること。 

二 講習の講師が、次のいずれかに該当する者であるこ

と。 

イ 文部科学大臣が第十六条の三第四項の政令で定

める審議会等に諮問して免許状の授与の所要資格

を得させるために適当と認める課程を有する大学

において、当該課程を担当する教授、准教授又は

講師の職にある者 

ロ イに掲げる者に準ずるものとして文部科学省令

で定める者 

三 講習の課程の修了の認定（課程の一部の履修の認定

を含む。）が適切に実施されるものであること。 

四 その他文部科学省令で定める要件に適合するもの

であること。 

２ 前項に規定する免許状更新講習（以下単に「免許状

更新講習」という。）の時間は、三十時間以上とする。 

３ 免許状更新講習は、次に掲げる者に限り、受けるこ

とができる。 

一 教育職員及び文部科学省令で定める教育の職にあ

る者 

二 教育職員に任命され、又は雇用されることとなつて

いる者及びこれに準ずるものとして文部科学省令で

定める者 

４ 前項の規定にかかわらず、公立学校の教員であつて

教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十

五条第一項に規定する指導改善研修（以下この項及び

次項において単に「指導改善研修」という。）を命ぜ

られた者は、その指導改善研修が終了するまでの間は、

免許状更新講習を受けることができない。 

５ 前項に規定する者の任命権者（免許管理者を除く。）

は、その者に指導改善研修を命じたとき、又はその者

の指導改善研修が終了したときは、速やかにその旨を

免許管理者に通知しなければならない。 

６ 文部科学大臣は、第一項の規定による認定に関する

事務を独立行政法人教職員支援機構（第十六条の二第

三項及び別表第三備考第十一号において「機構」とい

う。）に行わせるものとする。 

７ 前各項に規定するもののほか、免許状更新講習に関

し必要な事項は、文部科学省令で定める。 

 

第三章 免許状の失効及び取上げ 

（失効） 

第十条 免許状を有する者が、次の各号のいずれかに該

当する場合には、その免許状はその効力を失う。 

一 第五条第一項第三号又は第六号に該当するに至つ

たとき。 

二 公立学校の教員であつて懲戒免職の処分を受けた

とき。 

三 公立学校の教員（地方公務員法（昭和二十五年法律

第二百六十一号）第二十九条の二第一項各号に掲げる

者に該当する者を除く。）であつて同法第二十八条第

一項第一号又は第三号に該当するとして分限免職の

処分を受けたとき。 

２ 前項の規定により免許状が失効した者は、速やかに、

その免許状を免許管理者に返納しなければならない。 

（取上げ） 

第十一条 国立学校、公立学校（公立大学法人が設置す

るものに限る。次項第一号において同じ。）又は私立

学校の教員が、前条第一項第二号に規定する者の場合

における懲戒免職の事由に相当する事由により解雇

されたと認められるときは、免許管理者は、その免許

状を取り上げなければならない。 

２ 免許状を有する者が、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、免許管理者は、その免許状を取り上げな

ければならない。 

一 国立学校、公立学校又は私立学校の教員（地方公務

員法第二十九条の二第一項各号に掲げる者に相当す

る者を含む。）であつて、前条第一項第三号に規定す

る者の場合における同法第二十八条第一項第一号又

は第三号に掲げる分限免職の事由に相当する事由に

より解雇されたと認められるとき。 

二 地方公務員法第二十九条の二第一項各号に掲げる

者に該当する公立学校の教員であつて、前条第一項第

三号に規定する者の場合における同法第二十八条第

一項第一号又は第三号に掲げる分限免職の事由に相
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当する事由により免職の処分を受けたと認められる

とき。 

３ 免許状を有する者（教育職員以外の者に限る。）が、

法令の規定に故意に違反し、又は教育職員たるにふさ

わしくない非行があつて、その情状が重いと認められ

るときは、免許管理者は、その免許状を取り上げるこ

とができる。 

４ 前三項の規定により免許状取上げの処分を行つた

ときは、免許管理者は、その旨を直ちにその者に通知

しなければならない。この場合において、当該免許状

は、その通知を受けた日に効力を失うものとする。 

５ 前条第二項の規定は、前項の規定により免許状が失

効した者について準用する。 

 

 

別表第 1(第 5条、第 5条の 2の関係)【抜粋版】 

第 1 欄 第 2 欄 第 3 欄 

所要資格 

免許状の種類 
基礎資格 

大学において修得することを必要とする最低単位数 

教科及び教職に関する

科目 

特別支援教育に関する

科目 

中学校教諭 
専修免許状 修士の学位を有すること。 83  

一種免許状 学士の学位を有すること。 59  

高等学校教諭 
専修免許状 修士の学位を有すること。 83  

一種免許状 学士の学位を有すること。 59  

備考  

一 この表における単位の修得方法については、文部科学省令で定める（別表第二から別表第八までの場合においても同様とする。）。 

一の二 文部科学大臣は、前号の文部科学省令を定めるに当たつては、単位の修得方法が教育職員として必要な知識及び技能を体系的かつ

効果的に修得させるものとなるよう配慮するとともに、あらかじめ、第十六条の三第四項の政令で定める審議会等の意見を聴かなければな

らない（別表第二から別表第八までの場合においても同様とする。）。 

二 第二欄の「修士の学位を有すること」には、学校教育法第百四条第三項に規定する文部科学大臣の定める学位を有する場合又は大学（短

期大学を除く。第六号及び第七号において同じ。）の専攻科若しくは文部科学大臣の指定するこれに相当する課程に一年以上在学し、三十

単位以上修得した場合を含むものとする（別表第二及び別表第二の二の場合においても同様とする。）。 

二の二 第二欄の「学士の学位を有すること」には、学校教育法第百四条第二項に規定する文部科学大臣の定める学位（専門職大学を卒業

した者に対して授与されるものに限る。）を有する場合又は文部科学大臣が学士の学位を有することと同等以上の資格を有すると認めた場

合を含むものとする（別表第二の場合においても同様とする。）。 

二の三 第二欄の「短期大学士の学位を有すること」には、学校教育法第百四条第二項に規定する文部科学大臣の定める学位（専門職大学

を卒業した者に対して授与されるものを除く。）若しくは同条第六項に規定する文部科学大臣の定める学位を有する場合、文部科学大臣の

指定する教員養成機関を卒業した場合又は文部科学大臣が短期大学士の学位を有することと同等以上の資格を有すると認めた場合を含む

ものとする（別表第二の二の場合においても同様とする。）。 

三 高等学校教諭以外の教諭の二種免許状の授与の所要資格に関しては、第三欄の「大学」には、文部科学大臣の指定する教員養成機関を

含むものとする。 

四 この表の規定により幼稚園、小学校、中学校若しくは高等学校の教諭の専修免許状若しくは一種免許状又は幼稚園、小学校若しくは中

学校の教諭の二種免許状の授与を受けようとする者については、特に必要なものとして文部科学省令で定める科目の単位を大学又は文部科

学大臣の指定する教員養成機関において修得していることを要するものとする（別表第二及び別表第二の二の場合においても同様とす

る。）。 

五 第三欄に定める科目の単位は、次のいずれかに該当するものでなければならない（別表第二及び別表第二の二の場合においても同様と

する。）。 

イ 文部科学大臣が第十六条の三第四項の政令で定める審議会等に諮問して免許状の授与の所要資格を得させるために適当と認める課

程（以下「認定課程」という。）において修得したもの 

ロ 免許状の授与を受けようとする者が認定課程以外の大学の課程又は文部科学大臣が大学の課程に相当するものとして指定する課程

において修得したもので、文部科学省令で定めるところにより当該者の在学する認定課程を有する大学が免許状の授与の所要資格を

得させるための教科及び教職に関する科目として適当であると認めるもの 

六 前号の認定課程には、第三欄に定める科目の単位のうち、教科及び教職に関する科目（教員の職務の遂行に必要な基礎的な知識技能を

修得させるためのものとして文部科学省令で定めるものに限る。）又は特別支援教育に関する科目の単位を修得させるために大学が設置す

る修業年限を一年とする課程を含むものとする。 

七 専修免許状に係る第三欄に定める科目の単位数のうち、その単位数からそれぞれの一種免許状に係る同欄に定める科目の単位数を差し

引いた単位数については、大学院の課程又は大学の専攻科の課程において修得するものとする（別表第二の二の場合においても同様とす

る。）。 

八 一種免許状（高等学校教諭の一種免許状を除く。）に係る第三欄に定める科目の単位数は、短期大学の課程及び短期大学の専攻科で文

部科学大臣が指定するものの課程において修得することができる。この場合において、その単位数からそれぞれの二種免許状に係る同欄に

定める科目の単位数を差し引いた単位数については、短期大学の専攻科の課程において修得するものとする。 
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５．教育職員免許法施行規則(抄)  
第 1 章  単位の修得方法等  

第 1 条  教育職員免許法 (昭和 24 年法律第 147 号。以下｢免許法｣という。)別表第 1 から別表第 8 までにお

ける単位の修得方法等に関しては，この章の定めるところによる。 

 

第 4条 免許法別表第一に規定する中学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関する科

目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

 

 

 
第 1欄 教科及び教職に関す

る科目 

左項の各科目に含めることが必要な事項 専修 

免許状 

一種 

免許状 

最
低
修
得
単
位
数 

第 2欄 教科及び教科の指導

法に関する科目 

教科に関する専門的事項 28 28 

各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 

第 3欄 教育の基礎的理解に

関する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 10（6） 10（6） 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営へ

の対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域

との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメ

ントを含む。） 

第 4欄 道徳、総合的な学習

の時間等の指導法及

び生徒指導、教育相

談等に関する科目 

道徳の理論及び指導法 10（6） 10（6） 

総合的な学習の時間の指導法 

特別活動の指導法 

教育の方法及び技術 

情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 

生徒指導の理論及び方法 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）

の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 

第 5欄 教育実践に関する科

目 

教育実習 5（3） 5（3） 

教職実践演習 2 2 

第 6欄 大学が独自に設定す

る科目 

 28 4 

備考 

一 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、次に掲げる免許教科の種類に応じ、それぞれ定める教科

に関する専門的事項に関する科目についてそれぞれ一単位以上修得するものとする。 

（略） 

ハ 数学 代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータニ 理科 物理学、物理学実験（コンピュータ活用

を含む。）、化学、化学実験（コンピュータ活用を含む。）、生物学、生物学実験（コンピュータ活用を含む。）、地学、

地学実験（コンピュータ活用を含む。） 

（略） 

ヘ 美術 絵画（映像メディア表現を含む。）、彫刻、デザイン（映像メディア表現を含む。）、工芸、美術理論・美術史

（鑑賞並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む。） 

（略） 

二 前号に掲げる教科に関する専門的事項は、一般的包括的な内容を含むものでなければならない（次条第一項の表の場

合においても同様とする。）。 

三 英語以外の外国語の免許状の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、それぞ

れ英語の場合の例によるものとする（次条第一項の表の場合においても同様とする。）。 

四 第一号中「 」内に示された事項は当該事項の一以上にわたつて行うものとする（次条第一項、第九条、第十五条第二

項、第十八条の二及び第六十四条第二項の表の場合においても同様とする。）。 

ただし、「農業、工業、商業、水産」の修得方法は、これらの教科に関する専門的事項に関する科目のうち二以上の教科

に関する専門的事項に関する科目（商船をもつて水産と替えることができる。）についてそれぞれ二単位以上を修得する

ものとする。 

五 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを
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含む。）、道徳の理論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技術並びに情報通

信技術を活用した教育の理論及び方法は、学校教育法施行規則第七十四条に規定する中学校学習指導要領に掲げる事項に

即し、育成を目指す資質・能力を育むための主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括

的な内容を含むものとする。 

六 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受けようとする免許教科について、専修免許状又は一種免許状の

授与を受ける場合にあつては八単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合にあつては二単位以上を修得するものとする

（次条第一項の表の場合においても同様とする。この場合において、「八単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合に

あつては二単位以上」とあるのは「四単位以上」と読み替えるものとする。）。 

七 教育実習は、中学校、小学校及び高等学校（中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部及び海外に在留する邦

人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定したものを含

む。次条第一項の表備考第三号において同じ。）の教育を中心とするものとする。 

八～九 （略） 

  

第 5 条 免許法別表第一に規定する高等学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に 

関する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

 
第 1欄 教科及び教職に関す

る科目 

左項の各科目に含めることが必要な事項 専修 

免許状 

一種 

免許状 

最
低
修
得
単
位
数 

第 2欄 教科及び教科の指導

法に関する科目 

教科に関する専門的事項 24 24 

各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 

第 3欄 教育の基礎的理解に

関する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 10（4） 10（4） 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営へ

の対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域

との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメ

ントを含む。） 

第 4欄 道徳、総合的な学習

の時間等の指導法及

び生徒指導、教育相

談等に関する科目 

総合的な学習の時間の指導法 8（5） 8（5） 

特別活動の指導法 

教育の方法及び技術 

情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 

生徒指導の理論及び方法 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）

の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 

第 5欄 教育実践に関する科

目 

教育実習 3（2） 3（2） 

教職実践演習 2 2 

第 6欄 大学が独自に設定す

る科目 

 36 12 

備考 

一 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、免許教科の種類に応じ、それぞれ定める教科に関する専

門的事項に関する科目についてそれぞれ一単位以上修得するものとする。 

（略） 

ニ 数学 代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータホ 理科 物理学、化学、生物学、地学、「物理学

実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実験（コンピュータ活用を含む。）、生物学実験（コンピュータ活用を含む。）、

地学実験（コンピュータ活用を含む。）」 

（略） 

ト 美術 絵画（映像メディア表現を含む。）、彫刻、デザイン（映像メディア表現を含む。）、美術理論・美術史（鑑賞

並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む。） 

（略） 

カ 情報 情報社会・情報倫理、コンピュータ・情報処理（実習を含む。）、情報システム（実習を含む。）、情報通信ネ

ットワーク（実習を含む。）、マルチメディア表現・マルチメディア技術（実習を含む。）、情報と職業 

（略） 

タ 工業 工業の関係科目、職業指導 

（略） 

二 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを

含む。）、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技術並びに情報通信技術を活用した教育の
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理論及び方法は、学校教育法施行規則第八十四条に規定する高等学校学習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資

質・能力を育むための主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものと

する。 

三 教育実習は、高等学校及び中学校の教育を中心とするものとする。 

四～六 （略） 

七 専修免許状又は一種免許状授与の所要資格を得るために必要な科目の単位のうち、教科及び教科の指導法に関する科

目にあつては八単位まで、教育の基礎的理解に関する科目にあつては六単位まで、道徳、総合的な学習の時間等の指導法

及び生徒指導、教育相談等に関する科目にあつては四単位まで、指定大学が加える科目の単位をもつてあてることができ

る。 

 
第 66条の 6 免許法別表第一備考第四号に規定する文部科学省令で定める科目の単位は、日本国憲法 2単位、体育 2単位、

外国語コミュニケーション 2単位並びに数理、データ活用及び人工知能に関する科目 2単位 又は情報機器の操作 2

単位とする。 

 

６．小学校及び中学校の教諭の普通免許状に係る教育職員免許法の特例等に関する法律施行規則(抄) 

 

（介護等の体験の期間） 

第一条 小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係

る教育職員免許法の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）第二条第一項の文部科学省令で定める期間は、

七日間とする。 

（介護等の体験を行う施設） 

第二条 特例法第二条第一項の文部科学大臣が定める施

設は、次のとおりとする。 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に

規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中

等教育学校（これらのうち、同法第八十一条第二項若しく

は第三項に規定する特別支援学級を置くもの又は学校教

育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）第五十六

条、第五十六条の二（ これらの規定を第七十九条、第七

十九条の六又は第百八条第一項において準用する場合を

含む。） 、第八十六条（第百八条第二項において準用す

る場合を含む。）若しくは第百四十条の規定による特別の

教育課程を編成するものに限る。） 

二 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）に規定

する乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障害児入

所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設、児童

自立支援施設又は障害児通所支援（児童発達支援、医療型

児童発達支援又は放課後等デイサービスに限る。）を行う

施設 

三 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三

号）に規定する身体障害者福祉センター又は身体障害者生

活訓練等事業を行う施設 

四 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）に規定

する救護施設、更生施設又は授産施設 

五 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に規定す

る授産施設 

六 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）に規定

する老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護

老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人

福祉センター、有料老人ホーム又は老人居宅生活支援事業

（老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機

能型居宅介護事業又は認知症対応型老人共同生活援助事

業に限る。）を行う施設 

七 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年

法律第百十七号）に規定する居宅生活支援事業又は養護事

業を行う施設 

八 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）に規定する

介護老人保健施設、介護医療院又は居宅サービス（通所リ

ハビリテーション又は短期入所療養介護に限る。）若しく

は地域密着型サービス（複合型サービスに限る。）を行う

施設 

九 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの

園法（平成十四年法律第百六十七号）第十一条第一号の規

定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ

みの園が設置する施設 

十 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成十七年法律第百二十三号）に規定する障

害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障

害福祉サービス（療養介護、生活介護、短期入所、重度障

害者等包括支援、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支

援に限る。）を行う施設 

十一 ハンセン病問題の解決の促進に関する法律（平成二

十年法律第八十二号）に規定する国立ハンセン病療養所等 

十二 義務教育の段階における普通教育に相当する教育

の機会の確保等に関する法律（平成二十八年法律第百五

号）に規定する不登校児童生徒の学習活動に対する支援を

行う公立の教育施設 

十三 前各号に掲げる施設に準ずる施設として文部科学

大臣が認める施設 

（介護等の体験を免除する者） 

第三条 特例法第二条第三項に規定する介護等に関する

専門的知識及び技術を有する者として文部科学省令で定

めるものは次の各号の一に該当する者とする。 

一 保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三

号）第七条の規定により保健師の免許を受けている者 

二 保健師助産師看護師法第七条の規定により助産師の

免許を受けている者 

三 保健師助産師看護師法第七条の規定により看護師の

免許を受けている者 

四 保健師助産師看護師法第八条の規定により准看護師

の免許を受けている者 
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五 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）第

五条第一項の規定により特別支援学校の教員の免許を受

けている者 

六 理学療法士及び作業療法士法（昭和四十年法律第百三

十七号）第三条の規定により理学療法士の免許を受けてい

る者 

七 理学療法士及び作業療法士法第三条の規定により作

業療法士の免許を受けている者 

八 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法律第三

十号）第四条の規定により社会福祉士の資格を有する者 

九 社会福祉士及び介護福祉士法第三十九条の規定によ

り介護福祉士の資格を有する者 

十 義肢装具士法（昭和六十二年法律第六十一号）第三条

の規定により義肢装具士の免許を受けている者 

２ 特例法第二条第三項に規定する身体上の障害により

介護等の体験を行うことが困難な者として文部科学省令

で定めるものは、身体障害者福祉法第四条に規定する身体

障害者のうち、同法第十五条第四項の規定により交付を受

けた身体障害者手帳に、障害の程度が一級から六級である

者として記載されている者とする。 

（介護等の体験に関する証明書） 

第四条 小学校又は中学校の教諭の普通免許状の授与を

受けようとする者は、教育職員免許法第五条の二第一項の

規定による免許状の授与の申出を行うに当たって、同項に

規定する書類のほか、介護等の体験を行った学校又は施設

の長が発行する介護等の体験に関する証明書を提出する

ものとする。 

２ 学校又は施設の長は、小学校又は中学校の普通免許状

の授与を受けようとする者から請求があったときは、その

者の介護等の体験に関する証明書を発行しなければなら

ない。 

３ 証明書の様式は、別記様式のとおりとする。 
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教員免許更新制度に係る伝達事項 

 

以下は 2021 年度に実施されている「教員免許更新制度」についての内容です。 

文部科学大臣の諮問機関である中央教育審議会は、教員免許更新制の発展的解消の検討

を予定しています。 

皆さんが卒業後、教職に就く際は別の制度が導入されている場合がありますので、各自最

新の情報を確認するようにしてください。 

 

（参考） 

〇制度の基礎的な理解 

・現行の教員免許制度は、平成 21 年 4 月より、一定の有効期限を付し、その時々で求められる必要な資質･能力が確実

に保持されるよう、必要な刷新を行う仕組みとして導入された制度である。：教育職員免許法 

 

＜免許状更新講習＞ 

（1）必 修 領 域 ……全ての受講者が受講する領域 ：16時間以上 

（2）選択必修領域……受講者が所有する免許状の種類、勤務する学校の種類又は教員職員としての経験に応じ、選択し 

て受講する領域：6時間以上 

（3）選 択 領 域 ……受講者が任意に選択して受講する領域：18時間以上 

受講時間合計：30時間以上 

 

〇二つ以上の免許状を有する場合、その最も遅い日が有効期限の満了日となる。 

〇有効期限の満了日以前 2 年 2 ヶ月の間に免許更新講習を受講・終了し、申請期限までに、免許管理者に対し、有効期

限更新の申請を行う。 

◎有効期限：10年 

        ＊更新申請事務手続き：失効期限の 2ヶ月前に手続きを完了すること。 

〇免許状更新講習受講の申請は、講習を開設している各大学等に対して、各自で行う。 

〇講習の課程が修了したら、各自が修了証明書又は合算して 30時間以上となる履修証明書を添付して、免許管理者（勤

務する学校が所在する都道府県教育委員会（現職教員の場合）又は住所地の都道府県教育委員会（現職教員でない場合））

に有効期間の更新又は更新講習修了確認のための申請を行う。 

 

●現職者は未受講のまま修了確認期限を過ぎた場合、その免許は失効となる。 

＊失効した場合、30時間分の更新講習受講終了後に免許申請手続きを行えば、新たな有効期間が付された免許状の授与

を受けることができる。 
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